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　一　本研究の目的
　本研究は、保険法の分野におけるドイツ及びわが国の基本的で重要な学説が、どのような社会的・経
済的・歴史的背景のもとで形成され、その学説をめぐってどのような論争が行われ、その学説がどのよ
うな経過のもとに現在に承継されているかという問題にっいて考察することを目的とする。このような
研究は、従来のわが国には全くといってよいほど存在せず、研究の空白状態が続いていた。本研究は、
その空白状態を埋めようとするもので、この問題に関するわが国の先駆的研究と位置づけることができ
る。
　わが国における従来の保険法研究の重点は、いずれかといえば、現行法の規定の解釈を中心とした目
先の現実的・具体的問題への対応ということに置かれていたといえる。勿論、そのような研究は、法解
釈学の主要な課題として、重要であることはいうまでもない。しかし、そのような研究にとどまってい
るかぎり、目先の現実的・具体的問題を巨視的な観点から原理的に把握し解決するという視点が失われ
ることになりかねない。ここに、学説史研究の重要性が認められる。目先の現実的・具体的問題の解決
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にあたる学説の形成・発展・承継過程を明らかにすることによって、その学説の真の意味・内容と射程
範囲を知ることができるのである。それゆえ、保険法学説の形成・発展・承継過程を明らかにすること
は、目先の現実的・具体的問題を巨視的な観点から原理的に把握し解決するためにもきわめて肝要であ
るω。
　二　本研究の概要
　（1）まず、ドイツを中心とした研究を行う。その際、時期を4つに区分する。第1期は、1800年頃ま
でであり、この時期は保険（法）に関する理論的研究の端緒期にあたる。第2期は、1800年頃から1880
年頃までであり、ドイツの資本主義経済の確立を背景として保険制度が体系的な貫徹を示し、それとと
もに保険（法）の研究が活発に行われる。この時期に、保険法分野における現在の基本的で重要な学説
が形成される。第3期は、1880年頃から1944年頃までである。この時期は、社会保険の導入、各地域・
各大学における保険学の確立、ドイツ保険学会の創立、保険監督法及び保険契約法の制定がそれぞれ行
われる時期である。第4期は、1945年以後の時期であり、保険（法）に関してある意味において全く新
たな観点からの研究が開始する。
　（2）次いで、わが国を中心とした研究を行う。ここでは、ドイツで形成・発展させられた保険法学説
がわが国にどのように導入され発展させられ、現在に承継されているかということを跡づける。その時
代区分として、第1期の明治期（1900年頃から1911年頃まで）、第2期の大正期（1912年頃から1925
年頃まで）、第3期の昭和前期（1926年頃から1944年頃まで）、第4期の昭和後期以後（1945年頃から
1990年頃まで）に区分している。とくに、1960年代に入ると多くの保険法特殊研究が行われ、それとと
もに基本的で重要な学説が形成される。
　三　本研究の構成
　本研究は、二部から構成されている。第一部は、保険に関する学説史を一般的に研究するものである。
ここでは、ドイツを中心として、保険と国家学、保険と商学・経営学、保険と数理、保険と保険契約、
私保険と社会保険等の関係に関する学説史を跡づける。この研究をとおして、保険法学と他の関連隣接
学との関わりないし相互作用を明らかにし、保険法学の体系的位置づけを行う。第二部は、第一部での
考察を基礎として、また、そこでの考察をさらに深化・発展させる形で、保険法総論・保険契約総論・
損害保険契約・定額保険契約の分野における基本的で重要な学説の形成・発展・承継過程を跡づける。
その際、まずドイツにおける学説の形成・発展過程を跡づけ、学説が到達した現在の水準を明らかにす
る。それに次いで、わが国について研究する。いうまでもなく、わが国の保険法理は、ドイツのそれか
ら大きな影響を色濃く受けている。そこで、最も重要な課題は、ドイツにおける保険法理とわが国にお
ける保険法理との関連性、すなわち、その連続性と断絶性を細部にわたって明らかにすることである。そ
ω同様のことは、保険法の立法史研究にも妥当するが、その研究として、坂口光男・保険法立法史の研究（文眞堂、
1999年）がある。
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の連続性と断絶性を明らかにするためには、その経済的・社会的・歴史的背景をも探究するすることが重要
である。
　四　本研究報告への付記
　（1）　本報告は、前記「三　本研究の構成」で述べた「第一部」の部分の研究報告である。第一部は、
全体として約28万字に達するので、本報告は、紙数の制約上、第一部の概要・大筋について述べるにと
どまる。そのため、正確かっ十分な内容が必ずしも伝えられていない点が多々あるのではないかと恐れ
ている。約5年後に第二部の研究も終了するものと考えているので、そのときに全体の研究を完成させ、
研究書として刊行することにしている。
　（2）　参照文献・資料の全部を逐一具体的に注記することは省略している。参照文献・資料はきわめて
彪大な量（約900点）に達しているので、これをすべて逐一具体的に注記することは、紙数の制約上、
不可能に近いと考えられるからである。そこで、本報告では、段落ごとに、主要かつ基本的な参照文献・
資料に限定して、一括して表記することとした。研究書として刊行するときに完全を期したいと考えて
いる。
　なお、本文中に掲げている著書・論文名は、本来ならば括弧付きで邦訳と原文で表記すべきであるが、
紙数の制約から、これを省略していることをおことわりする。
一第一部　保険学説史一般一
1　保険の理論的研究の開始
　　　　　　　　　　　　　　　　一　保険の法学的研究ω
　一　17世紀及び18世紀における保険研究の開始とともに、保険制度に関する問題は、法的・経済的・
数理的問題の三つに区分されていた。
　保険制度の法的基礎に関する最初の著作は、16世紀の半ば以来、北イタリアに現われている。勿論、
それは、海上保険法を対象としていた。まず、ポルトガルの法学者であるPetrus　Santernaは、1552年
に保険と賭事に関する著書を著していたが、これは、アンコーナの海上保険証券について注釈を加えた
ものである。その研究の重点は、危険の概念の解明及び保険と賭事との限界づけに置かれていた。また、
Benvenuto　Stracchaは、1553年に商業及び商人論に関する著書を著していた。この著書は、商人の概念、
若干の商行為及び船舶航行法を対象としたもので、18世紀までヨーロッパの商法を支配していた。また、
（2）ここでの主要参照文献として、C．　Neumann，　Die　deutsche　Versicherungsliteratur　des　18．　Jahrhunderts，
ZVersWiss・　1912；P・Koch，　Pioniere　des　Versicherungsgedankens　1968；F．　Ebe1，　Rechtsgeschichtliche　Entwicklung
der　Versicherung，　HdV．　1988；　H．　MOIler，　Die　Versicherungswissenschaft　in　Hamburg，　in　：　Hamburg　als
Versicherungsstadt　1950；　G．　Winter，　Die　Assekuranz　in　Hamburg，　in　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Recht　und　Juristen　in　Hamburg　1994等を掲げておく。なお、ドイツ保険（法）史上に登場する重要な研究者にっいては、ドイツ人名辞典（ADB，　NDB，　DBE）
及び木村栄一「損害保険研究史上の人々」損害保険研究51巻4号を参照している。
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彼は、1569年にアンコーナで使用されていた海上保険証券についての注釈書を著していた。彼は、保険
に関する最初の定義を行った。それによると、保険は、海上または陸上で運送される他人の物について
の危険を一定の約定された報酬に対して引き受けることであるとされる。また、保険を危険の売買と定
義し、保険契約を体系的に売買契約に位置づけている。
　二　14世紀の半ばにイタリアで成立した海上保険は、ドイツでは、16世紀の終り以来、まずハンブル
クで営まれていた。ハンブルクにおける最初の海上保険契約に関する報告は、1588年と記録されている。
それが契機となって、1630年にRutger　Rulantは、保険料の支払いと保険者の給付に関する著書を著し
ていた。この著書は、ドイツにおける海上保険法に関する最初の著書であり、実務にとっての重要な法
源として、約1世紀にわたって使用されていた。また、1726年に、Johann　Adolph　Kronは、保険法の全
体を、ローマ法及びドイツ普通法における概念と分類を用いて、体系的に解明しようとする著書を著し
ていた。彼は、保険契約及びこれに関する諸問題を、ローマ法の影響を受けている債務法の諸原則の観
点から解明しようと試みている。その1年後の1727年に、Hermann　Langenbeckは、ハンブルクの船舶法
及び海法に関する著書を刊行しているが、この著書はその当時にハンブルクで適用されていた保険法に
’ついても詳細な考察を加えている。また、彼は、1731年のハンブルク保険・海損条例の創始者でもある。
この条例は、ドイツにおける海上保険法の最初の立法であり、ハンブルクを越えて、すべての北欧の海
上取引にも適用されていた。また、この条例は、1794年6月1日施行のプロイセン普通法における保険
法規定の起源ともなっている。Langenbeckの著書に次いで、　Nikolaus　Magensは1753年に海上保険に関
するドイツ及び外国の法源を収集した著書を、Johann　Klefekerは1769年にハンブルクの保険制度を概
観した著書を、また、Johann　Andreas　Engelbrechtは1782年にイギリスの著書のドイツ語への翻訳書を、
それぞれ刊行している。なお、17世紀から18世紀のドイツにおいて、海上保険法に関する多くの博士論
文が現われていたが、その中でも、Johann　Peter　Sievekingが1791年に著した「不特定人のためにする
保険」という博士論文は特に高い評価を受けていたといわれている。
　　　　　　　　　　　　　　　二　保険と国家学研究（3）
　－　17世紀及び18世紀に現われていた国家学研究は、現代的保険学の固有の先駆者となっている。い
わゆる「30年戦争」の終了以後のヨーロッパにおける現代的国民国家の成立は、その精神的・経済的・
法的基礎に関する研究を必要としていた。これと関連して、保険制度が国家の財政、国民経済、そして
臣民の保護に関していかなる意味を有するかという問題についての体系的な議論が行われていた。その
際、官房学（カメラリスムス）はきわめて特殊な役割を果たしていた。官房学は、保険制度の形成に対
してきわめて重要な影響を及ぼしていた。ドイツにおける保険思想は、官房学の時代にその最初の躍進
を遂げた。
（3）ここでの主要参照文献として、M．　Tigges，　Geschichte　und　Entwicklung　der　Versicherungsaufsicht　1985；
Schmitt－Lehmann，　Der　Versicherungsgedanke　in】deutschen　Geistesleben　des　Barock　und　der　Aufkltirung　1954；G．
W6he，　EinfUhrung　in　die　Betriebswirtschaftslehre　1996；P．　Koch，　Theorie　der　Versicherung，　HdV．1988；大
川政三＝小林威編著・財政学を築いた人々（ぎょうせい、1983年）を掲げておく。
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　二　（1）　まず、官房学者は、彼らが設定した政策目標の実現のためには保険制度が有用であるとして、
保険思想を推進した。その際、三っの異なった種類の保険の助長を提案した。第1は、寡婦扶助金庫と
孤児金庫であり、これは、30年戦争によって激減した人口を増加させるためであり、第2は、火災保険
と不動産の保険であり、これは、家屋と農場の火災から被災者を護るためであり、第3は、住民の生業
を維持するための収穫保険、電害保険、家畜保険である。
　（2）　その当時の官房学者は、その経済政策的目標と国家に関する基本的観念からして、保険はただ公
法的施設の形態においてのみ適切に営まれると考えていた。すなわち、保険は、領主の財源確保という
目的のために行われるべきこと、この目的は私人による保険の経営によっては達成されないと主張して
いた。そして、公法的保険施設の形態によって営まれるべきことの理由として、第1に、この形態によ
ってのみ必要な信用と信頼が維持されること、第2に、この形態によってのみ制度の安全性が確保され
ること、第3に、この形態によって保険の加入を強制することが可能となること、第4に、保険の私的
な経営形態は当時の重商主義の国民経済的基本観念と調和しないと述べていた。このような理由から、
ドイツにおいては官房学の時代には、私的な営利保険の思想は決して出現することはなかった。そして、
保険と国家とのこのような単一性の考えは、18世紀における公法的建物火災保険施設の成立によって実
現した。そこで、領主は、とくに不動産の火災保険を営む公法的保険施設を設立した。すなわち、まず
ハンブルクで、1591年に火災組合が成立し、それらが結合して1676年に一般火災金庫が成立した。この
一般火災金庫に倣って、ドイツの各地に火災金庫、公営火災保険所が設立された。このようにして、18
世紀のドイツは、公法的火災保険施設の設立の典型的な世紀となった。
　（3）　18世紀の終り頃になると、官房学者の中に、保険の営業を公法的保険施設に限るとする考えに異
論を唱える者が現われ、公法的保険よりも私的な保険企業のほうが優れていると主張された。この主張
は、その後の自由主義的経済思想の先駆をなすものである。私的な保険企業が認められるようになると、
国家の利益を確保するため、私的な保険企業に対して国家が影響を及ぼすことの可能性を有することが
必要となる。その場合、第1に、国家による監督権の根拠をどのように考えるかということであり、時
代により異なっていた。第2に、国家による監督の基本原則をどのように設定するかということである。
この点につき、その当時の官房学者は、認可制度、継続的監督、事業の基礎の公表、責任準備金の形成
を主張していた。これらの基本原則は、現在においても保険監督の重要な原則となっている。
　（4）　ドイツでは、「警察」という概念は、15世紀末の都市で生まれ、そして18世紀の後半に入ると、
官房学から「警察学」が生まれた。あるいは、国民経済生活全般の官憲的管理行政の学問である官房学
は、警察学とも呼ばれていた。公共体の秩序の実現のために警察の全能性の主張がなされ、警察は行政
全般を掌握することとなった。このことは、保険制度についても例外ではない。例えば、1794年のプロ
イセン普通法は、火災の制圧と火災保険は、危険防止の観点のもとに、それゆえ警察の管轄下に置くと
いう考えに立っていた。また、1800年代のドイツの各邦における火災保険に関する公法的性格の法律は、
警察当局に広範囲に及ぶ権限を与え、また職務を負わせていた。例えば、超過保険の場合の保険金額の
減額、保険会社の帳簿及び保険証券の検査、保険金支払にっいての異議等についての権限を警察に与え
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ていた。そして、このような権限は警察当局に与えるのが適切であると主張されていた。
　　　　　　　　　　　　　　　三　商業学における保険ω
　一　前述した官房学から、独立の学問体系としての商業学が生まれた。しかし、官房学と商業学は、
保険の機能の把握ないし保険に対する視点を異にしている。すなわち、官房学は、すでに述べたように、
保険の機能をもっぱら国家と住民の増進に求めているのに対し、商業学は、経済にとっての保険の意味
及び保険取引の経営に関する問題に関わることによって、保険を商人的観点が取り扱っている。
　二　その当時、保険の分野において活躍した商業学者のうちで、保険制度の理論と実務に対してきわ
めて持続的な影響力を与えていた者として、とくに以下の者をあげることができる。まず、Carl　GUnther
Ludoviciは、哲理の教授であるとともに商業学に関する多くの著書の刊行に関わっていた。彼はとくに
百科事典の編纂についての協力者として傑出している。また、ハンブルクにおける最も代表的な活躍者
として、Johann　Georg　Buschがいる。彼は、国民経済学者、商業学者、数学者、教育活動家として、ま
た保険制度の法的位置づけ及び保険制度の理論と実務の架橋を行った者等として、頂点に立っている。
とくに、彼は商業学の分野における保険制度の位置づけを行った第1人者である。さらに、Johann　Michael
Leuchsは、商業学の体系的・理論的な基礎づけを行うとともに、現代経営経済理論に関する先駆者であ
ると評価されている。彼は、1804年に、商業の体系という著書を刊行している。その第一編は市民的商
学、第二編は国家的商学、第三編は商学となっている。保険にっいては、第一編の確率理論及び第二編
の海法の部分において考察されている。また、彼は、運送法の部分において考察している海上保険につ
き、その重要な諸概念、保険契約の当事者の権利と義務、保険保護の範囲等について詳細な考察を加え
ている。なお、彼の上記の著書をもって、保険学の歴史における商学上の著書はその第1期の終了を見
たといわれている。
　　　　　　　　　　　　　　　四　保険数理⑤
　一　近代的な意味における生命保険は、18世紀から19世紀にかけて成立した。これは、資本主義経済
が、18世紀後半の産業革命を契機として実現したのと符合している。近代的な意味における生命保険が
成立するためには、諸種の技術的条件を必要とする。それはいうまでもなく、近代科学と統計の発達で
ある。自然科学の生成は、17世紀半ばから確率論に関する諸問題、統計的諸問題及び死亡率に関する諸
問題を詳細に取り扱うことにっいての契機となった。その際に発見された新たな認識が、数理的・統計
的基礎にもとつく近代的生命保険の成立に対して画期的な役割を果たした。すなわち、18世紀初頭まで
（4）ここでの主要参照文献として、Schmitt－Lehmann，　Der　Versicherungsgedanke　im　deutschen　Geistesleben　des　Barock
und　der　Aufkltirung　1954；Weber，　Literaturgeschichte　der　Handelsbetriebslehre　l914；G．　W6he，　EinfUhrung　in
dieAllgemeine　Betriebswirtschaftslehre　1993；P．　Koch，　Pioniere　des　Versicherungsgedankens　1968；F．　Bbchner，
Hamburgsbeitrag　zur　Fortentwicklung　des　Versicherungswesens，　des　Versicherungsrechts　und　der
・器e讐躍鐵離謬㌦盟。繍翻1騰、鷹養講密己，1翫1，蕊臨荒臨、、tech、、、
1963；コルモゴロフ著＝＝根本伸治＝＝一條洋訳漏確率論の基礎概念（東京図書、1969年）、アイザック・トドハンター
著・安藤洋美訳・確率論史（現代数学社、1975年）を掲げておく。
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の諸種の生命保険類似の事業においては、掛金または払込金はいずれも漠然とした見込みによって定め
られ、未だ合理的なものではなかったので、生命保険事業の基礎は薄弱なものとならざるをえなかった。
そこで、当時の数学者の間に「偶然」に関する議論が行われ、ついに「確率論」が完成した。ここにお
いて、人類の生死に関する数理的・統計的研究が完成し、次いで死亡生残表も発明され、合理的な保険
料率を算出することが可能となった。そして、17世紀の後半において、人の死亡数に関する研究はもっ
ぱらオランダに集中していた。このことは、当時のオランダの経済的・政治的事情と密接に関係してい
る。すなわち、他のヨーロッパ諸国は「30年戦争」において力を出し尽くし多くの富を失っていたにも
かかわらず、オランダはその海外の植民地によって世界中で最も富める国となっていた。このような状
況のもとで、オランダを中心として、近代的生命保険の基礎としての保険数理の研究が行われていた。
その際、保険数理の研究は、年金計算に関する研究から始められた。
　二　保険数理に関する研究の発展段階は、①年金受給者の死亡規則の作成、現代的保険数理の創始、
②確率論に関する思想の誕生と生命保険への適用、③自然科学的方法による死亡数と人口統計、④当時
の保険施設への統計的・数理的計算の適用という段階に区別されるといわれている。以下に、保険数理
の確立に貢献した学者につき、その概要を述べることとする。
　（1＞体系的な年金計算を行った者として、Jan　de　WittとJohannes　Huddeがあげられる。前者は、オ
ランダの数学者にして政治家であり、現代の保険数理の創始者であり、確率論の諸原則を生存の確率に
応用した最初の人である。彼は、生命年金契約をもとにして死亡の法則を導き出しているが、その際、
人の生命を4つの年齢段階に区分している。また後者は、オランダの数学者にして政治家であり、終身
年金を購入した人の死亡記録をもとにして年金受給者の死亡に関する表を作成し、この表から正確な死
亡等級表を作成した最初の人である。
　（2）確率計算を行った者として、Blaise　PascalとChristian　Huygensがあげられる。16世紀及び17
世紀においては、サイコロ賭博が蔓延し、「賭博台が確率論の出生地」となっていた。そして、フランス
の哲学者・数学者・物理学者であるPasca1は、精緻な推論にもとついて確率論を科学的に基礎づけたこ
とから、数学の新しい分野である確率論の真の創始者であるといわれている。また、Huygensは、オラン
ダの数学者、物理学者、力学者及び天文学者であり、確率論を人間の生命に適用した最初の学者、ある
いは人間の生存の確率にもとつく諸問題を解決した最初の学者であり、死亡危険の計算についての重要
な前提を確立した。
　（3）　ブレスラウ市（Stadt　Breslau）の死亡表を作成した者として、　Caspar　Neumannがいる。17世紀
は、神学が後退して自然科学が発達した時代である。そこで、ブレスラウの聖職者であるNeumannは、
自然科学の分野における帰納法を用いて人の生存に関する研究を行い、人の生存現象を正確に観察した
最初の人である。1687年から1691年にかけて、彼によって、あるいは彼の大きな影響のもとに、ブレス
ラウ市における出生及び死亡に関するきわめて精緻な表が作成されていた。
　（4）イギリスの最も偉大な天文学者であるEdmond　Halleyは、生命保険について使用可能な、世界で
最初の死亡表を作成した学者である。彼は、1693年、ロンドンの王立協会の理学雑誌に論文を発表して
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いるが、それは、ブレスラウ市の出生と死亡の表から、人類の死亡率を推算し、また年金価格の確定を
試みようとするものである。それは、三つの死亡表からなっている。彼は、イギリスの死亡表ではなく、
Neumannのブレスラウ市における死亡調査資料を使用しているが、その理由は、次の点にある。すなわち、
ブレスラウ市は、外国人の往来が激しいイギリスと異なり、内陸に位置していることから人口の移動が
少なく、そのため不自然な人口変動を示さないという長所が認められるということである。そのため、
彼の生命表は「ブレスラウ表」とも呼ばれている。
　（5）確率論・人口論・生命保険数理の研究をさらに継続した者として、Johann　Peter　SuBmilchがあ
げられる。彼はベルリンの神学者であるが、死亡及び人ロ統計に関する研究は、彼の研究をもって一定
の頂点に達している。彼は、1741年に、人類の出生・死亡及び繁殖にもとついて証明された人類の変動
に関する著書を著していたが、これによって、彼は近代的統計と人口論の創始者となっている。また、
彼は最初に統計上の法則を見い出し、それをもとにして死亡表を作成し、保険制度に対して大きな貢献
をなした。この死亡表は、19世紀の半ばまで、ドイツの保険制度の基礎として使用されていた。
　ll　保険制度の体系的浸透
　1800年代の初頭から1880年頃までの時期は、ドイツの保険制度が体系的に浸透する時期である。1800
年代の初頭に大規模な相互保険及び株式会社の法形態における保険企業が成立するが、それとともに、
研究も単なる草分け的な段階から保険企業の実際の活動に着眼した研究へとその比重を移すことになる。
1800年代の初頭においても、海上保険は、火災保険及び生命保険の普及にもかかわらず、依然として重
要な保険部門であり、それゆえ、保険に関する最初の体系的な研究も海上保険の分野において始まって
いた。その研究は、いうまでもなく、ハンブルクを中心として行われていた。
　　　　　　　　　　　　　　　一　海上保険法の研究（6）
　一　まず、実務家・研究者として名高いWilhelm　Beneckeは、哲学的・宗教的著書のほかに、とくに
保険制度及び冒険貸借制度の体系書を、ハンブルクで著している。全部で5巻に及ぶこの著書は、海上
保険制度に関する大著であるが、それ以外に火災・生命保険制度についても考察している。1805年に第
1巻が刊行され、1821年に最後の第5巻が刊行されている。この著書は、1824年に英語に、1825年にフ
ランス語に、1828年にイタリア語に、それぞれ翻訳されている。その当時、保険制度に関する体系的・
包括的な著書は存在していなかったが、そのことが、この著書を著すことの契機となっていたといわれ
ている。この著書は、保険に関する最も卓越し定評のある古い著書である。この著書は、保険の歴史的
発展と対象から出発しつっ、すべての保険契約に必要な要件である被保険利益の概念に到達している。
また、他人のためにする保険、保険の目的、危険の期間と場所、告知義務、発生した損害の証明と算定、
〔6）ここでの主要参照文献として、Schr6der，　Lexikon　der　Hamburgischen　Schriftsteller　1851；PlaB　und　Ehlers，
Geschichte　der　Assecuranz　der　Hanseatischen　Seeversicherungs－B6rsen　1902；Heyn，　Das　schaffende　Hamburg　1939；
Kiesselbach，　Die　wirtschafts－und　rechtsgeschichtliche　Entwicklung　der　Seeversicherung　in　Hamburg　1901；H．
M611er，　Die　Wissenschaft　von　der　See－und　Transportversicherung　im　Hafen　Hamburg，　ZfV．1964を掲げておく。
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そして最後に火災・生命保険にっいて、それぞれ詳細な考察を加えている。この著書は、保険学の研究
にとってもきわめて重要な貢献をなしていた。
　また、彼はイギリスに長年にわたって滞在していたことから、イギリスの生命保険企業にも精通して
いた。彼は、イギリスの生命保険企業に関する自らの研究をドイツに移植しようと考え、1806年に、ド
イツで最初の生命保険株式会社をハンブルクで設立し、死亡事故の生命保険を引き受けていた。その当
時、生命保険に対する不信感が支配していたが、彼は人間の生命の保険には全く問題は存在しないと確
信していた。しかし、彼が設立したこの会社は、戦争による混乱のため、8年後の1814年に停止せざる
をえなくなり、その再建も断念された。
　二　また、ハンブルクの弁護士であるMeno　Pδhlsは、1823年に共同海損に関する注釈書を、また1828
年から1834年にかけて、法律と商人のための普通ドイツ・ハンブルク商法という4巻の著書を、それぞ
れ刊行していた。後者の著書の第4巻の中に、海上保険法に関する叙述が収められている。
　ところで、ハンブルクの研究者は、伝統的に、保険契約にローマ法・ドイツ普通法の諸原則を適用す
ることに対して、きわめて控え目であったが、P6hlsも例外ではない。すなわち、彼は、保険制度それ自
体が問題となるかぎり、ローマ法は適用されえないこと、保険契約をドイツ普通法のはんちゅうに位置
づけようとするあらゆる試みは、きわめて不必要なことであると述べている。例えば、保険法における
被保険利益概念は普通債務法における利益概念と何ら関連性を有せず、また、保険法における危険概念
は普通債務法における偶然の機会を示唆するにすぎない。これらの例からも明らかなように、保険法と
普通債務法との間には何ら接点は見られないと述べていた。もっとも、彼は、契約の一般原則に関する
問題についてはローマ法の適用は免れないと確信していた。しかし、それも口先きだけの告白にとどま
っていた。このように、保険契約の独自性の強調、それとの関連において、ドイツ普通法学に対する拒
絶的な態度が、ハンブルク法律学者の初期の学問的努力の特色であった。
　三　ハンザ都市の裁判所は、しばしば海上保険法に関する重要な諸問題に関わらざるをえなかった。
そのため、多くの裁判官もその余暇を海上保険法の研究に専念していた。まず、Johann　Friedrich　Voigt
は、1867年の普通海上保険約款を作成していたが、これは1861年制定の普通ドイツ商法典から受けた多
くの刺激のもとに作成されたものである。彼のライフ・ワークの頂点に位置する最高の著書は、1887年
にイェーナで刊行されていたドイツ海上保険法である。また、Ernst　Friedrich　Sievekingは、　Voigtの
配慮によって、ハンザ上級地方裁判所の初代の所長となっている。Sievekingは、裁判所の所長及び国際
海法会議の指揮者として、長年にわたって海上保険法と深い関わりを有し、またその著書は、国際海商
法及び海上保険法の推進に対してきわめて重要な役割を果たしている。さらに、Karl　Ferdinand　Reatz
は、1870年に、ヨーロッパ海上保険法の歴史に関する著書を著していた。この著書は、ポルトガル、ス
ペイン、イタリアにっいての包括的な資料を提供するもので、史料的価値がきわめて高い注目すべき著
書である。彼は、この著書において、海上保険はまずポルトガルのリスボンで、しかも国家の強制保険
として生まれたということを証明しようと試みている。なお、1883年に、Wilhelm　Endemannが編集した
ドイツ商法・海法・手形法案内書が刊行されているが、Reatzは、その中の海上保険に関する部分を担当
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している。もっとも、彼のその後の研究の重点は民法に移っている。
　　　　　　　　　　　　　　　二　保険契約の法的性格（7）
　保険契約の法的性格把握の問題は、保険契約を法秩序の中にいかに位置づけるかという、保険契約の
法体系上の地位の問題と密接に関連している。この問題は、保険契約法の立法及び研究方法にとっても、
きわめて重要な意味を有する。まず、19世紀の前半においては、主として、保険契約の体系上の問題、
すなわち、保険契約は射倖契約に位置づけられるか否か、保険契約は保証とともに担保契約のはんちゅ
うに属するか否か、保険契約は固有の契約類型と見られるか否かということが主な論争となっていた。
これに対し、19世紀の半ば以後になると、保険契約の内容に関する問題、すなわち、保険契約は保険者
の損害填補約束と定額給付約束のいずれを対象とする契約であるかという問題が主な論争となっていた。
そして、この論争は、生命保険契約をどのように位置づけるかという問題と深い関わりを有していた。
　一　まず、保険契約の射倖契約性をめぐる議論にっいて述べることとする。1794年のプロイセン普通
法は、保険契約を一方では射倖契約のはんちゅうに、他方では商人法の一部として商法の範囲に位置づ
けていた。また、1804年のフランス民法典は射倖契約にっいても規定しているが、その例として保険契
約を掲げている。さらに1811年のオーストリア普通民法典は保険契約に関しても定めているが、これら
の規定は、幸運契約という表題を用いている規定の中に収められている。そして、当時の学説も、保険
契約は、民法の体系外に位置づけられる特殊の契約ではなく、その他の契約と同様に民法の債務法の中
に位置づけられると述べていた。
　また、19世紀初頭のドイツ普通法理論は、射倖契約という一般的なはんちゅうを認め、保険契約を射
倖契約に位置づけていた。そして、例えば、Georg　Friedrich　PuchtaとBernhard　Windscheidは、冒険
契約ないし幸運契約を、許されるものと許されないものとに区別し、保険契約を後者の契約の中に含め
ていた。このことは、それ以前の学説に対する重要な進歩を意味している。これに対し、ゲルマン法学
者は、射倖契約ないし幸運契約という一般的なはんちゅうを承認することに反対し、また保険契約を射
倖契約という観念から解放しようと試みていた。例えば、WilhelmErnstWildaは、射倖契約においては、
既存の契約、例えば売買契約の修正のみが問題になっているにとどまるとし、Georg　Beselerは、保険契
約は保証と博戯の中間に位置づけられる特有の契約類型に属するとし、また、Otto　von　Gierkeは、保険
契約は、確率計算の応用の結果として、幸運契約との類似性を失い、全く特有な類型の契約となってい
ると述べていた。
　二　19世紀の半ばになると、生命保険をめぐる論争が契機となって、保険の本質に関する論争が重要
な転換期を迎えることになる。それ以前においては、生命保険は何の疑いもなく損害保険とされ、損害
の填補が保険者の給付であるとされていた。しかも、ここでいう損害とは実体的損害であるとされてい
（7）ここでの主要参照文献として、W．　Ebel，　GIUcksvertrag　und　Versicherung，　ZVersWiss．1962；H．　Eichler，　Vom
Zivilrecht　zum　Versicherungsrecht，　Festgabe　fUr　H．　M611er　1972；F．　Ebel，　Rechtsgeschichtliche　Entwicklung
der　Versicherung，　HdV．　1988；Kleinheyer／Schr6der，　Deutsche　und　Europtiische　Juristen　aus　neuen　Jahrhunderten
1996を掲げておく。
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た。これに対し、19世紀の半ばになると、生命保険をめぐる論争が活発化するが、それは主として、生
命保険は保険としての性格を有するか否か、生命保険を損害保険と解すべきか否かというものであった。
生命保険契約ほどしばしば学問的研究の対象とされる法領域は他に存在しないといわれていた。
　この問題をめぐる固有の論争は、まずドイツにおいて、しかもドイツにおける最初の論文である1858
年のJulius　Staudingerの論文によって始まった。この論文において、彼は、最初にしてかっ詳細な理
由づけのもとに、生命保険は真正の保険であること、しかも他のすべての保険と同様に損害保険である
という見解を主張している。彼は、人の死亡は損害事故であること、人の生命の評価は何も前代未聞の
ことではないということは古いゲルマン社会の人命金の慣習の中に見い出されると述べている。これに
対し、Wilhelm　Endemannは、1866年に発表した論文において、生命保険を損害保険と解することに対し
て完全に反対している。そして、彼の研究の最も重要かつ核心的な点は、保険契約を損害保険契約と生
命保険契約に区別し、二元的に定義したということである。1908年5月30日のドイツ保険契約法1条1
項は、損害保険と生命保険を区別して定義しているが、これは、Endemannの見解を採用したものである。
いずれにせよ、19世紀半ばにおける生命保険契約の性格をめぐる論争が、保険契約一般の定義、損害保
険契約と定額保険契約の区別、及び保険契約における利得禁止に関する論争の契機となっていたのであ
る。
　　　　　　　　　　　　　　　　三　普通保険約款による保険法の形成及び発展⑧
　一　ドイツにおいては、1908年5月30日の保険契約法が成立するまでは、陸上保険契約に関する法律
上の基礎は欠けていた。そのため、保険法の形成・発展は、長年にわたり保険者の私的自治、すなわち、
保険者が作成した保険約款に委ねられていた。そして、19世紀の前半に設立されていた大規模な火災保
険会社の普通保険約款は、保険法、とくに火災保険法の形成・発展に対して重要な役割を果たしていた。
普通保険約款は「文章化された最初の保険法」であった。しかし、19世紀の前半においては、保険約款
の内容は保険会社によって一部分かなり異なっていた。そこで、19世紀の後半においては、カルテルに
よってすべての保険会社についての統一的な保険約款を作成するための努力が行われた。まず、1869年
に、22の会員の参加のもとにドイツ生命保険会社の協会が設立されたが、この協会は、生命保険普通保
険約款を作成し、これを協会に所属している保険会社に提示した。また、1871年にハノーファーでドイ
ツの11の火災保険会社によって設立されたドイツ私火災保険会社の連盟の普通保険約款は、統一的な保
険約款の先駆をなすものである。これは、保険契約に関する法が重要な発展段階を迎えたことを意味す
る。さらに、1900年にベルリンにおいて、ドイツで活動しているドイツ、オーストリア、ベルギー及び
スイスの傷害保険会社の総会が開かれ、傷害保険会社の連盟の設立に関する決議が行われたが、この連
盟の目的は、可能なかぎり統一的な保険約款を確定するということにあった。
　二　1908年5月30日のドイツ保険契約法は、第1に、その基本において、保険会社が保険契約におい
（8）ここでの主要参照文献として、E．　R．　Pr61ss，　Die　Entwicklung　des　Feuerversicherungsrechts，　VersArch．1942／43；
Ziegler，　Denkschrift　zum　25　jahrigen　Bestehen　des　Verbandes　Deutscher　Privat－Feuerversicherungs－
Gesellschaften　1871－1896，1897を掲げておく。
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て使用していた保険約款を要約し、第2に、学者の著作・判例・保険約款をもとにして形成されていた
慣習法に従い、第3に、当時の保険実務において存在していた標準的モデルを採用して、制定されたも
のである。それゆえ、1908年の保険契約法は、過去の状態との断絶を示す革新的な法典編纂というより
も、その当時に存在していた保険実務の現状を記述したにとどまると理解するのが正確である。ここに、
保険契約法の立法に対する保険約款の役割を看取することができる。
　　　　　　　　　　　　　　　四　保険数理の完成
　一　19世紀においては、生命保険の数理的基礎づけがさらに広く発展するとともに、生命保険の数理
的基礎は疾病保険と傷害保険にまで拡大して適用された。生命保険企業の活動の拡大とともに、保険数
理に関する研究は常に実務と関連づけられていた。保険制度の理論においては数学が優勢な地位を占め
ていたので、保険数理と保険学はほとんど同一のもののように考えられていた。
　二　（1）　18世紀の末頃にドイツに広く普及していた死亡金庫は、多くの不安をかかえていた。その理
由は、加入者の掛金は、数理的な法則にもとついて算定されていたのではなく、発生した死亡にもとつ
いて徴収されていたということにある。そこで、Johann　Christian　Ludwig　Hellwigは、この点の問題点
を指摘し、加入者の年齢に応じて、それゆえ死亡表にもとついて個別的な掛金を算出することを主張し
た。これにより、現代的な生命保険のための重要な基礎が確立された。彼は、掛金が加入年齢に応じて
段階づけられる施設には、5っの明白な長所が認められるとし、この点について詳細な説明を加えている。
彼によって、その当時の死亡金庫に存在していた問題点を除去するための決定的な第一歩が踏み出され
た。
　（2）ベルリンの会計官であるE．W．　Bruneは、1837年に、1776年から1834年の間にベルリンのプロ
イセン王立一般寡婦金庫で引き受けられていた夫婦にっいての経験にもとついて、男女別々の死亡表を
作成し公表した。この死亡表は、事実に即して計算されたドイツ最古の死亡表である。彼の研究の目的
は、類似してすでに存在し、または将来において設立される施設に、その財政的状態の検証またはその
掛金計算のための基礎を提供するということにあった。
　（3）19世紀の半ばになると、数理研究は、生命保険から他の人保険へと拡大した。ライプツィヒにお
いて、現代的な疾病保険数理と数理的基礎にもとつくドイツで最初の疾病保険企業が生まれた。ドイツ
における疾病保険数理の創始者は、ライプツィヒで名高いトーマス学校の数学教師であったKarl
Friedrich　Heymである。彼は、ザクセン王国政府の委託を受けて、ザクセン王国の出生と死亡の記録か
ら導き出された死亡表、いわゆるHeymのザクセン表を作成した。当時のドイツには疾病に関する十分な
資料が存在していなかったので、彼は、計算のための基礎として、約10万人の加入者を有する15以上
の疾病金庫についてのイギリスの数学による資料を使用した。その結果として、彼は、疾病期間は年齢
に依存するということを証明し、これにより、年齢に応じて段階づけられた疾病保険料率を初めて算定
した。この保険料率は、1855年に設立されたライプツィヒ疾病金庫の計算基礎として使用された。なお、
彼は廃疾の確率計算にも関わった最初の人である。
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　（4）保険数理の歴史は、August　Zillmerの研究をもって頂点に達した。彼は、責任準備金の計算につ
き国際的に知られているチルメル式積立方式に関する著書を、また、1887年に生命保険数理に関する最
初の独自の教科書を、それぞれ著している。そして、後者の著書において、初めて純保険料を危険部分
と貯蓄部分に分解することが行われた。この著書は、ドイツにおけるアクチュアリーの教科書としては
最初のものである。
　皿　保険学の制度化
　　　　　　　　　　　　　　　一　概　説
　ドイツでは、19世紀の後半において保険学の制度化の時期が開始した。その時期は、1880年頃から第
二次世界大戦の開始までの約60年間であり、そして、ドイツの保険学が国際的な評価を獲得した時期で
もある。
　この時期の特色として、とくに、第1に、社会保険が導入され、それが形を整えたこと、第2に、ド
イツ語圏の大学において保険学の研究体制が確立したこと、第3に、ベルリンでドイツ保険学会が創立
されたこと、第4に、保険監督法及び保険契約法の立法が行われたこと、第5に、上述したことと関連
して、保険学に関する包括的な著書が刊行されたこと、第6に、保険学の独立化の傾向であり、これに
よって、その当時の学問体系の中に保険をいかに位置づけるかという試みは衰退していった、というこ
とをあげることができる。
　　　　　　　　　　　　　　　二　近代的社会保険の導入（9）
　一　ドイツの資本主義経済は、1860年頃から1870年頃にかけて第2期に移行し、そして、1871年に
諸邦が統一されてドイツ帝国が成立したことにより、ドイツ経済の強力な発展の基礎が確立された。他
方、大都市に集中した労働者は、物価高と住宅難に対して強い不満と抵抗を示していた。ここに、ビス
マルクの社会保険が登場する。
　ところで、多くの国にとって模範とされたビスマルク社会保険の基本的構想は、1881年11月17日の
帝国議会においてビスマルクによって読み上げられたKaiserの詔勅の中に示されている。そして、社会
保険創設のための基本方針として、第1に、疾病保険、災害保険、老廃保険の三部門についての公法的
な強制保険とすること、第2に、保険は相互性を基礎とした既存の扶助金庫などの組織を利用して行う
こと、第3に、保険は国家の監督のもとに自主的な管理で行われるということが示されていた。この基
本方針にもとついて作成された法案は、帝国議会での可決を経て法律となり、ビスマルク社会保険法の
三部作が完成した。このようにして、1880年代に、ドイツは他の資本主義諸国に先立って大胆な社会保
険の体系を作り上げたのである。その理論的な背景として、講壇社会主義の思想があげられる。その思
（9）ここでの主要参照文献として、Erdmann，　Die　Entwicklung　der　deutschen　Sozialgesetzgebung　l957；
Schmitt－Lehmann，　Bismarks　Stellung　zum　Versicherungswesen，　ZVersWiss．　1965；　P．　Koch，　Wechselseitige
Auswirkungen　der　Entwicklung　von　Individual－　und　Sozialversicherung，　ZVersWiss．　1980；Adolph　Wagner，　Der
Staat　und　das　Versicherungswesen　1881；田中友次郎・ビスマルクの研究（出版東京、1984年）、木下秀雄・ビスマ
ルク労働者保険法成立史（有斐閣、1997年）を掲げておく。
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想に共通な特徴は、ドイツ資本主義の発展に伴って生じている階級対立を緩和して社会的平和を実現す
ること、この目的を実現する方法として、第1に、私有財産制度の否定にっながる社会主義的変革には
反対すること、第2に、他方、古典学派的な夜警国家観や自由放任主義は採用しないこと、第3に、経
済生活と社会生活への国家の積極的な介入によって労働者を救済する社会改良策を実施すること、とい
う点に求められる。
　二　（1）現在の保険制度は、ヤヌスの頭のように、二っの顔を有している。すなわち、社会保険と私
保険である。両者はともに「保険」という共通の上位概念の下に置かれているにもかかわらず、相互に
関連づけられることなく明確に一線を画され、また相互作用にっいてもほとんど考慮されていなかった。
しかし、ドイツ保険学会のもとにおいては、社会保険と私保険の研究が合流しており、また、社会保険
と私保険の相互作用を、具体的な問題と関連づけて研究している研究者が存在している。
　（2）　社会保険と私保険は、保険思想において共通の起源を有し、両者はともに協同組合的結合を基礎
とする相互性の原理に従っているという点で、保険史的には共通の起源を有しているとされる。具体的
には、第1に、私保険が社会保険の先駆者となっているということである。その例として、疾病保険、
災害保険、失業保険があげられている。第2に、社会保険は、当初から私保険の技術を用いていたとい
うことである。その例として、まず、協同組合の保険技術的諸原則の社会的災害保険への利用があげら
れる。また、保険と損害予防との結合があげられる。私保険における損害予防の思想は古来から存在し
ているが、ビスマルクの社会保険においても、保険と損害予防の思想が結合している。さらに、社会保
険の数理的基礎は、私保険企業の数理的研究に依拠しているとされる。
　（3）社会保険と私保険は、損害賠償責任法の分野においても密接な接点を有しているとされる。その
例として、第1に、保険者による保険保護の付与によって賠償責任者をして賠償責任から免脱せしめる
こと、すなわち、保険保護による賠償責任の代替があげられる。1871年のライヒ責任法が労働者に対す
る事業主の責任を強化したことが背景となってドイツにおいて責任保険が成立したが、事業主はこの責
任保険を利用することによって責任の代替が可能となった。1884年のビスマルクの災害保険法も、法律
上の災害保険による保護にもとついて賠償請求権を失った労働者に対しては使用者は責任を負わないと
して、責任の代替を定めている。その後、責任代替が一般原則化し、社会保険の分野に見られる保険保
護による責任の代替という考えは私保険制度にも一般的に受け入れられている。第2に、社会保険と私
保険は、請求権代位の分野においても、しばしば関わりを有することがある。すなわち、社会保険に関
する最も重要な法律であるライヒ保険法は、社会保険の被保険者が加害第三者に対して有している損害
賠償請求権は社会保険の担い手に移転すると定めているが、私保険に関する保険契約法も同旨の規定を
定めている。そして、保険契約法は、保険契約者の損害賠償請求権が保険契約者の同居の家族に対する
ものであるときは移転しないと定めているが、この規定は社会保険にも準用されると解されている。
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　　　　　　　　　　　　　　　三　大学における保険学研究（1°）
　一　ドイツにおける保険学の講義制度に関する最初の努力は、1840年代に遡る。まず、ドイツにおけ
る最初の保険専門雑誌を発行したErnst　Albert　Masiusは、ライプツィヒ大学で全体の保険制度につい
ての講義を行うことの計画を立てたが実現しなかった。そして、1840年代の初めから1880年代の初めに
かけては、若干の例外を除いては計画は実現せず失敗していた。唯一注目されるのは、Ernst　Engelが
1860年代にベルリンのプロイセン統計学ゼミナールにおいて保険学の講義を行っていたということであ
る。また、私保険法の講義は、まず1886年にLevin　Goldschmidtがベルリンで、1895年にVictor　Ehrenberg
がゲッチンゲンで、それぞれ行っていた。
　1895年に、ドイツで最初の保険学ゼミナールがゲッチンゲン大学に創設された。これは、ドイツにお
ける保険学の講義にとってきわめて重要な意味を有している。すなわち、1895年以前のドイツの大学に
おいては、保険制度についての講義は、私法及び商法、国民経済学、政治的算術に関する一般の講義に
おいて、付随的に考慮されるにとどまっていた。これに対し、1895年以後においては、保険数理、保険
法、保険学に関する独立の講義が行われるようになったのである。
　ニ　ゲッチンゲン
　前述したように、1895年にドイツで最初の保険学ゼミナールがゲッチンゲン大学に創設されたが、こ
れに尽力したのは、数学の教授であるLudwig　Kiepertである。彼は、保険制度と数学との結合を強調し
ていた。その際、このゼミナールは広い学問的基礎を有することも適切であるということから、数理部
門とともに保険法及び保険学のための行政部門も意図されていた。そして、プロイセン政府は、保険学
ゼミナールの創設を決議し、1895年10月3日に認可された。
　このゼミナールでは当初から優れた活動が見られたが、それは、多くの傑出した研究者がここに集中
していたということにもとついている。すなわち、まず経済学者・統計学者として名高いWilhelm　Lexis
が初代の所長となり、そのもとでゼミナールの活動が開始した。保険法学者であるVictor　Ehrenbergも、
Lexisとともにゼミナールの創設に関わっていた。とくに、保険監督法と保険契約法のあらゆるところに
Ehrenbergの見解と理論の最も明瞭な足跡が見い出される。また、彼の卓越した鑑定意見は、多くの裁判
所の判決に対して絶大な影響力を及ぼしていた。彼以外に、かなり長期間にわたって大学で保険法の講
義を行ったドイツの法律家は存在しないといわれている。Ehrenbergの最も優秀な門下生が、ドイツ法史
家として名高いOtto　von　Gierkeの子であるJulius　von　Gierkeである。彼は、ハイデルベルク大学及
びベルリン大学で学んだ後、1901年にゲッチンゲン大学の講師となっている。　　　　　　　　　’
　三　ケルン
　ドイツの経済は、とくにライン＝ヴェストファーレン工業地域において大きな発展を見せ、そのため、
鉱業と鉄鋼業、繊維業は保険を必要としていた。そこで、ライン地域の経済・金融業界は1800年代の半
〔1°）ここでの主要参照文献として、A．　Manes，　Versicherungswissenschaft　auf　deutschen　Hochschulen　1903；Hanekopf，
100　Jahre　Seminar　far　Versicherungswissenschaft　an　der　Universittit　G6ttingen，　VW．　1965；　Fuhrer　durch　die
Universittit　G6ttingen　1927；Funzig　Jahre　Institut　fur　Versicherungswissenschaft　an　der　Universittit　zu　K61n
1991；P．Koch，75　Jahre　Versicherung　an　der　Universittit　M（inchen，　VW．　1986；G。　Winter，　DieAssekuranz　inHamburg
1994；Peter　Koch，　Versicherungsplatze　in　Deutschland　1988を掲げておく。
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ばに保険会社を設立したが、これはケルンとアーヘンに集中していた。ケルンとライン河という大きな
関わりから、ケルンにおける保険制度は運送保険から出発していた。ケルンにおける保険学研究のため
の施設は、1901年、ライン地方の銀行家・鉄道経営者・政治家であるGustav　von　Mevissenの基金によ
って作られた。そのため、保険学の研究においては、大学と業界との間には伝統的な結びつきが見られ
る。
　Gustav　von　Mevissenによって1901年に創設された前述のケルン商業大学における保険学の最初の講
義は、Paul　Moldenhauer、その後Franz　Helpenstein、彼の死後はWalter　Rohrbeckが、それぞれ担当し
ていた。1940年には、実務界の支援のもとに、保険学研究所が創設された。この研究所は、当初は4つ
の部門から成っていた。第一部門は保険学と保険経済、第二部門は保険法、第三部門は保険数理、第四
部門は保険医学である。Rohrbeckは、この研究所の創設者及び組織者として、きわめて重要な役害llを果
たしていた。
　四　ライプツイヒ
　ライプツィヒの有する独特な経済的特徴は、ライプツィヒにおける保険制度の形成に対しても重要な
影響を及ぼしていた。その主なものとして、第1に、メッセと陸上運送保険との関係があげられる。ラ
イプツィヒはまず商業都市であり、その重要なメッセは中世の市に遡る。このメッセと関係して、すで
に古くから保険の一定の先駆が認められる。メッセへ向かう通商路には常に追剥が出没していたので、
強力な護衛を必要とし、この護衛のために商人は一種の保険料としての護衛金を支払わなければならな
かった。また、1820年代以後、メッセへの運送の保険が現代的陸上運送保険の成立のための重要な基礎
をなしている。第2は、鉄道網の拡張と傷害保険との関係があげられる。ドイツにおける最初の鉄道は、
1835年にニュルンベルクとフユルト間の6キロメートルに敷設されたが、その4年後の1839年にはライ
プツィヒとドレスデン問に敷設された。ライプツィヒの中央駅は、ドイツで最大規模のものであった。
そこで、ライプツィヒで鉄道旅行者のための傷害保険を導入しようという考えが生まれた。現代的な傷
害保険の成立は、鉄道交通に遡るのである。ドイツでは、鉄道交通と関係する傷害保険は、1853年に、
エアフルト、ベルリン及びケルンにおける保険会社によって始められていた。第3に、ライプツィヒは、
1825年に設立されたドイツ書籍商取引所団体の設立地でもあり、また、第二次世界大戦までは出版・印
刷業の分野において指導的地位を占めていた。収入の多いこれらの事業は最も博学で知的な職業とみな
され、それに応じて保険の問題にも取り組んでいた。1866年には、共同の相互性にもとつく支援制度の
設立が決議されていた。
　法律と経済は、法律家によって統合された。1870年8月5日、北ドイツ連邦諸邦における連邦上級商
事裁判所がライプツィヒに設立され、この裁判所は第二帝国成立後の1871年9月2目にその名称を帝国
上級商事裁判所に変更したが、これら裁判所の判例は、保険法の研究と法典化にとっての重要な資料と
なっていた。その重要な判例として、とくに、責務の性質、保険代理商の信頼的地位及び代表者責任概
念があげられる。
　ライプツィヒにおける保険学研究は、1800年代の終り以来行われている。まず、1898年に、ドイツに
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おける保険研究のための最初の施設として、ライプツィヒに商業大学が設立されていた。Gerhard　W6rner
は、1905年以来、委嘱講師として、1908年以来、教授として、それぞれ保険学の講義を担当していた。
彼はまた、1923年、新たに創設された社会法及び保険制度にっいての教授に就任していた。また、ゲッ
チンゲン大学の例に従って、ライプツィヒ大学の法学部にも、1912年に保険学研究所が創設された。こ
の研究所においては、1949年まで保険専門家の卒業証書が授与されていた。この研究所の主宰者は、国
民経済学者のWilhelm　Stieda、商法学者のPaul　Rehme、企業法・空法学者のHans　Oppikoferであった。
この研究所は、ドイツ保険学会の例に従って、五っの専門分野、すなわち、保険学と一般保険論、保険
学と保険統計、保険数理、保険法、保険医学に区分されていた。
　五　ミュンヘン
　ミュンヘン大学の国家学部には、1900年以来、統計学ゼミナールが存在していたが、このゼミナール
は、1911年1月7日の決議により、1911年／1912年の冬学期から、統計学と保険学のゼミナールに拡大
された。この拡大によって、ミュンヘン大学における保険学教育のための基礎が確立した。これと同様
の施設は、同時にバイエルンにあるエアランゲン及びビュルツブルク大学にも創設されていた。
　統計学と保険学のゼミナールの創設者であり、最初の所長となったのは、Georg　von　Mayrである。ま
た、保険法の傑出した第1人者として、私法学者のWilhelm　Kischがいる。彼は、ストラスブールで法
律学を学び、学位と教授資格を取得した後、1916年にミュンヘン大学に招へいされ、保険法、民事訴訟
法及び破産法を担当していた。彼は、1933年から1935年まで、ドイツ法アカデミーの副会長を務めてい
たが、政治的事情のためにこの職を退き、それと同時に講義活動も停止した。彼の研究は、1920年頃に
は民法と民事訴訟法に向けられていたが、その後は、二つの特殊な分野、すなわち、特許法と保険法に
向けられた。彼は、今日の保険法の基礎を確立した重要な研究者である。とくに、1920年に刊行されて
いた私保険法のハンドブックは傑出している。彼の保険法研究の特色は、保険法に関する資料を徹底的
に洞察すること、保険法を一般私法と関連づけて研究すること、という点にある。なお、後述するHans
M611erは、彼の講義を聴いていた。
　六ハンブルク
　「ハンブルクー世界に開かれた扉」の都市という標語は、港湾の雰囲気を思い起させる。いうまで
もなく、ハンブルクの国際的評価は、港湾、及びこれと結びついた保険ということに求められる。ハン
ブルクの経済と交通は、1800年代の終り頃までは、もっぱら船舶による海上航行によって特色づけられ
ていた。ハンブルクは、大きな商業・銀行・出版の中心的都市であるが、保険、とくに海上保険こそは
ハンブルクにおいて全盛を極めていた。ハンブルクは、ドイツ保険史において中心的地位を占めていた。
ドイツにおける保険業のほとんどすべての部門は、その起源をハンブルクに有している。
　ハンブルク大学は、ドイツの大学の中でも、比較的新しい大学に属する。その創立は、1919年4月1
日の自由及びハンザ都市ハンブルクの官報の中に証明されている。しかし、それ以前に、ハンブルクに
は保険学ゼミナールが存在していた。すなわち、1913年以来、Ernst　Bruckはハンブルクで保険法の講
義を行っており、また、1916年に保険学ゼミナールが創設されていたのである。このゼミナールは、国
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内外の私保険・社会保険の全分野に関わりを有している。その初代の所長が、Ernst　Bruckである。　Ernst
Bruckは、　Victor　Ehrenberg、　Albert　Ehrenzweig、　Otto　Hagen、　Wilhelm　Kischとともに、ドイツ及び
オーストリアにおける「保険法の古典期の代表者」である。Ernst・Bruckは、現代的保険契約法の本質的
でドグマチックな基礎理論の確立に努め、また、保険法を、被保険利益、危険団体、責務等の基礎的概
念によって体系化しようと試みた。彼は、1930年に実務をも考慮に入れた体系書である私保険法を著し
ている。これは、彼の著書の中でもとくに内容が最も豊富で最も包括的な体系書であり、彼の主著をな
している。現在においても、内外の保険法研究者が必ず参照しなければならないバイブルとなっている。
彼の研究の中でとくに注目すべきものとして、責務の法的性質について前提要件説を提唱していること、
保険者の給付に関して危険負担説を主張しているということである。
　ハンザ高等裁判所の多くの裁判官も海上保険法について研究を行っていた。その中でも、とくに海上
保険法の研究において不滅の名を遺しているものとして、Rudolpf　Carl　Ritterをあげなければならない。
1924年と1925年に刊行された海上保険法は、疑いもなく現在においても参照されなければならない不朽
の名著である。この深遠な著書は「1人の手」によって一気に書かれたという、驚異を絶するものである。
　Ernst　Bruckは、1935年、人種的理由にもとついて退職せざるをえなかった。その門下生であるHans
M611erが、1941年にErnst　Bruckの後任として教授に就任している。　Hans　M611erには、死去する約8
年前の1972年現在においてではあるが、単独の著書が約10冊、責任編集誌が3誌、編集ないし共同編
集誌が9誌、論文が約220本、その他に多くの書評及び判例評釈等がある。彼の代表的な単独の著書と
して、博士論文であるシフ取引と保険、教授資格論文である個別的損害と総額的損害、第二次世界大戦
中に軍人として著した第三者の行為に対する保険契約者の責任、保険仲介法等がある。これらの著書は、
保険法研究、保険判例及び保険実務に対して絶大な影響を与えている。しかし、彼の著書の頂点に立つ
のは、いうまでもなく、1961年に刊行された保険法の大コンメンタールである。このコンメンタールの
中には、彼の研究の特色の全部が示されている。本書は、ドイツ保険契約法に関する最高の権威書であ
る。彼は、偉大な保険法学者であり、国際保険法学界の中心的人物であり、保険法研究の世界的巨人で
あり、その生涯は保険法研究の生涯そのものであった。Ernst　BruckとHans　M611erによって、ハンブル
クは、ドイツ保険法の理論と研究の中心的地位（Zentrum）を占めたといってよい。
　七　ベルリン
　ベルリンもドイツの保険学において高い地位を占めており、ドイツの重要な保険会社及び保険グルー
プの起源はベルリンに求められる。また、ベルリンの保険史は、全ドイツにおける政治的発展によって
大きな影響を受けていた。
　19世紀後半におけるベルリンの保険学の全盛期は、大学への保険学の受け入れと保険学団体の設立に
よって、特徴づけられる。すなわち、すでに1874年には、1810年に創立されていたベルリン大学に保険
制度のための講座の創設が試みられており、また、ベルリンの王室統計学ゼミナールにおいて官吏の教
育のために保険に関する詳細な講義が行われており、さらに、1867年から1873年にかけて、生命保険学
のための講座が設けられていたのである。後述する商法学者のLevin　Goldschmidtは、1886年から1890
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年にかけて私保険法に関する最初の独立した体系的講義を行っていた。そして、とくに注目されること
は、1899年にベルリンにドイツ保険学会が創立されたということである。この学会は、実り豊かな活動
を行い、独自の雑誌と刊行物を発行し、ドイツの首都において最大の保険学専門図書を有していた。そ
の長年にわたる会長が、Alfred　Manesである。
　前述したLevin　Goldschmidtは、ハイデルベルク大学及びベルリン大学の教授、現代商法学の創始者、
帝国上級裁判所の裁判官、そして法の鑑定人等として、多くの偉大な足跡を遺している。とくに最大の
功績は、商法学の分野に求められる。彼が研究を始めた頃の商法は、僅かな注目を受けるにとどまって
いた。そして、商法学の分野の中でも、彼の最大の功績は、商法の歴史的考察方法に道を蘭いたという
ことである。彼は、中世の商業都市における法源の収集及び調査をとおして、商法学の歴史的な基礎づ
けを行った最初の商法学者である。彼は、中世の商業都市における法源を解明することによって、ロー
マ法からすると、商法は体系に反すると考えられていたその商法の法源をローマ法に制限するという考
えを打破した。そして、彼は、民法との関係において商法を第二順位に位置づけることには反対してい
た。さらに、彼は、民法典編纂の過程において、保険契約法が民法典の債務法から訣別することについ
て決定的な影響力を与えていた。Paul　Hagerは、ベルリン商業大学において保険法の講師、多くの生命
保険会社の管財人を、それぞれ務めていた。Otto　Hagenは、ベルリン大学及びボン大学で学んだ後、裁
判官を経験し、その後ベルリン商業大学、後の経済大学で保険法の講義を担当していた。彼の主要な著
書の中で、とくに、1922年にエーレンベルク叢書の第8巻に著していた保険法はきわめて注目されてい
る。
　　　　　　　　　　　　　　　四　ドイツ保険学会の創設（11）
　一　ドイツにおける保険学の前史は、三つの段階に区分される。第一段階は、1849年にロンドンでア
クチュアリー協会が設立される以前の時期、第二段階は、1849年のアクチュアリー協会の設立からおよ
そ1880年頃のドイツ社会政策的労働者保険の成立までの時期で、この時期に保険制度の学問的考察の必
要性が認識され、第三段階は、ゲッチンゲン大学に保険学ゼミナールが創設される1895年までの時期で
ある。このゼミナールの創設後においては、すでに述べたように、保険学の概念は、それ以前とは異な
って、保険数理、保険法、保険経済及び保険医学を包括したもの、しかもすべての保険部門に及ぶもの
とされた。
　しかし、それ以上にドイツの保険学の推進にとって重要な契機となったのは、1899年9月26日にベル
リンに創立されていたドイツ保険学会である。これにより、保険制度に関する研究は新たな発展段階を
迎えることとなった。この学会は、その定款の規定からも明らかなように、創立以来、保険制度のすべ
ての分野を研究するという原則を堅持している。ここに、保険に関する現象を全般にわたって取り扱う
（11）ここでの主要参照文献として、A．　Manes，　Deutscher　Verein　fUr　Versicherungswissenschaft　1899－1924，　ZVersWiss．
1925；　H．　M611er，　Versicherungswissenschaft　und　Versicherungspraxis　in　den　zuruckliegenden　75　Jahren，
ZVersWiss．1974；Peter　Koch，100　Jahre　Deutscher　Verein　ftir　Versicherungswissenschaft，　VW．1999を掲げて
おく。
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という「先駆的概念」が登場したのである。この学会の特色は、第1に、当初から社会保険をも含めた
すべての分野を対象としていること、第2に、理論と実務の結びつきを重視していること、第3に、国
際性を指向しているということである。
　ニ　ドイツ保険学会の研究活動は、第1に、ヨーロッパにおける最大の図書館を設置すること、第2
に、国際的な参加のもとに会議を開催すること、第3に、保険学雑誌及び学会出版物を編集すること、
第4に、専門分野についての分科会を組織することである。
　（1）　この学会は、そのつど関心が寄せられている課題にっいて会議を開いている。その中でも、創立
後間もない1903年12月10日、11日、12日の3日間、ベルリンにあるプロイセンの下院で、約800名
の会員のうちの220名の出席のもとに開催された会員総会が注目される。この総会における主たる議事
日程は、1903年5月に帝国司法省から公表された保険契約法草案についての批判というものであった。
しかし、この総会における報告者の圧倒的多数は、保険会社側の代表者によって占められていた。報告
者に関してこのような偏りが生じたことには種々の理由が考えられるが、この総会は、本質的には、保
険会社の種々の団体が保険契約法の制定に際して自らの要求を貫徹するための会議という観を呈してい
た。
　（2）　この学会は、1901年以来、全保険学のための雑誌を刊行している。この雑誌は、私保険及び社会
保険を包括したものとして、国際的にもきわめて高い水準を維持している。この雑誌は、論文のほかに、
新刊案内、著書、書評、そして内外の保険学に関する出来事にっいての評論を掲載している。また、Otto
Hagenは、1929年以来、私保険に関する判例の要旨を掲載していた。
　（3）　この学会は、個々の保険分野の活動を効果的に遂行するために、すでに1903年に、専門部門、
すなわち、保険数理部門、保険医学部門、保険法及び保険経済の三部門に区分された。1922年には、保
険理論部門が追加された。これらの専門部門は多くの会議を開催し、その会議において、講演をとおし
て、種々の事柄、法律草案、新たな保険分野、税問題、保険教育等について討論している。
　　　　　　　　　　　　　　　五　保険法の立法（12）
　－　19世紀のドイツにおいては、保険制度に関する立法は、保険の現象形態と同様、多様をきわめて
いた。この時期における立法活動は、自由主義か社会的統制かという、19世紀の基本的思想のもとで進
められていた。すなわち、一方では、契約の自由は保険及び保険法の新たな形成・発展をもたらすと主
張され、他方では、カメラリスト営業警察は、社会的弱者を保護するという考えに移っていった。こう
した両者の主張の妥協のもとで、保険監督法、保険契約法、社会保険法が成立したといわれている。
　二　保険監督法
　（1）　1871年のドイツ帝国の成立以来、私保険制度に関する主要な課題として、統一的な保険監督制度
の導入が緊急の課題となっていた。その理由として、ドイツの各邦における法の分裂状態にもとつく法
（12）ここでの主要参照文献として、M．　Tigges，　Geschichte　und　Entwicklung　der　Versicherungsaufsicht　1985；坂口
光男・保険法立法史の研究（文眞堂、1999年）を掲げておく。
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の相違、とくに各邦における法律の不十分さがあげられる。そして、すでに述べたように、官房学者は、
私保険企業に対する監督のあり方について、詳細な見解を有していた。それによると、私保険企業は、
国家の認可に依存させること、継続的な監督に服させること、私保険企業はその事業の基礎を公表すべ
きこと、一定の責任準備金を形成すべきこと、というものであった。官房学者のこのような考えは、そ
の後のドイツにおける種々の立法において具体化され、また現在の保険監督の重要な基本原則となって
いる。
　（2）　ドイツでは、かなり以前から種々の団体が統一的な国家的監督に対する要望を表明していた。と
くに、1861年にシュトゥットガルトにおける国民経済会議、1862年にウィーンにおけるドイツ法曹大会、
1865年にフランクフルト（a．M．）における第三回商業会議、そしてニュルンベルクにおける国民経済会
議で、それぞれ要望が表明されていた。そして、保険監督法に関する草案は、ビスマルクが辞職した年
（1890年）の8年後の1898年11月26日に公表された。この草案は、ビスマルクのもとで作業を進めて
いたB6dikerの1883年の草案をもとにして作成された。それゆえ、ドイツでは保険監督法制定のための
固有の作業は、1883年の草案の作成をもって開始していた。文字どおり、B6dikerは、ドイツ保険監督
法の父（Vater）ということができる。1898年に公表された草案は、1900年6月28日に連邦参議院で承
認され、同年11月14日に理由書とともに帝国議会に提出された。帝国議会は、1901年5月2日、第三
読会において一括して承認した。これが、保険企業の監督に関する法律である。統一的な国家的監督に
対する要望が表明されてから実現するまで40年余りを要したことになる。
　三　保険契約法
　（1）現行のドイツ保険契約法は、きわめて複雑な種々の前史を経て、1908年5月30日に成立した。
その成立前史・成立過程、及び成立過程における論争にっいては、すでに公刊した拙著において詳細に
考察したところである。ここでは、成立過程における主要な論争問題の概要を示すにとどめておく。1903
年5月に、帝国司法省から保険契約法にっいての草案が公表されたが、その草案をめぐって、直ちに活
発な批判が行われた。それは、基本的には、次の点に集中していた。第1は、草案の構成に関するもの
で、ここでは総則を設けるべきか否かにっいて議論がなされた。第2は、強行規定を設けるべきか否か
に関するもので、草案をめぐる最大の論争はこの点に集中していたといってよい。第3は、各邦の法律
にもとついて設立されている公法的保険施設に保険契約法の規定を適用すべきか否かということに関す
るものである。この点をめぐる論争は、保険契約法の立法手続の最後の最後まで激しく行われていた。
第4に、各論に関し、とくに保険料支払義務と保険代理商の権限に関するものである。
　（2）　ドイツにおける保険契約法の立法作業は、1794年のプロイセン普通法における保険法規定をもっ
て開始し、その114年後の1908年5月30日の保険契約法の成立によって終了した。ドイツ保険契約法
の成立によってもたらされた最大の進歩は、多くの強行規定を採用したということであり、また、ドイ
ツ保険契約法は、簡潔な表現、高度な論理的明解性・技術的精緻さにおいて、現代的保険法立法の頂点
に位置づけられるといってよい。
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　　　　　　　　　　　　　　　六　保険に関する一般理論
　保険制度の経済的・社会的な一般理論に関しては、国民経済学者、経営経済学者及び法律学者によっ
て論争が行われていた。それゆえ、保険制度の一般理論に関する領域においては、保険学の学際的性格
が存在していた。この点に関し、とくに、保険の定義、国民経済における保険の地位、保険市場と競争
秩序に関する問題をめぐって、論争が行われていた。
　一　とくに、保険学において、繰返し保険の定義・本質を解明するための試みが行われていたが、こ
こでは、法的な観点からの主要な見解に限定して見ておくこととする。
　種々の保険部門は、それぞれ異なった時代と背景のもとで相互に独立して成立し発展しているので、
すべての保険部門の保険に共通な定義を行うことは困難である。ドイツ保険契約法は、賢明にも、保険、
それとともに保険契約の定義を行うことを放棄している。
　まず、主たる代表者であるDonatiによる損害填補説は、イタリアにおける有力説であるのみならず、
アングロサクソン、スペイン、フランスにおいても広く支持され、また、ベルギー及びカリフォルニア
の保険法に法律上の根拠さえ有している。しかし、すでに述べたように、1800年代の半ばになると、生
命保険をめぐる論争が契機となって、保険の定義に関する論争は重要な転換期を迎えることになる。そ
こで、保険を経済的な観点から定義しようという見解が主張される。その第1は、イタリアのGobbiが
1896年に提唱し、ドイツのManesが支持し、ドイツで現在有力となっている入用説である。この説は、
法的な観点に立脚する損害填補という具体的な充足の代わりに抽象的な充足という概念を用いている。
その第2は、Schmidt　Rimplerの財産形成説である。これは、保険の機能を、財産形成目標の確保という
点に求める見解である。この見解は、とくに、生命保険において重要性を有している扶養目標というこ
とに着眼している。また、法律学者であるErnst　Bruckは、保険法規定の適用及び解釈のための理論的
基礎を見い出そうという試みから、危険団体説を主張している。彼は、危険団体という概念を法概念と
して提唱した最初の研究者である。彼によると、同種の被保険者は、保険企業と並んで存在している特
別の危険団体に結合しているとされる。そして、保険の本質論において、危険団体という概念が有する
意味を過小評価すべきでないこと、その理由として、危険団体という概念にもとついて真正の保険が他
の類似の制度から限界づけられること、また、危険団体の概念は保険法の適用にとっても重要な意味を
有するとする。他方、彼は、危険団体の繁栄が個々の被保険者の繁栄に結びつくということの説明のた
めに危険団体の概念を使用することは、この概念の誇張であるとも述べている。さらに、企業説は、従
来のように、損害填補、入用充足という保険契約締結の動機から出発することなく、保険制度の有する
特殊の技術に着眼する。この見解は技術的特徴説とも呼ばれ、イタリアにおいて多くの支持を得ている
のみならず、例えばドイツ及びフランスにおいても支持者がいる。
　二　国民経済学の課題は、経済的事象の全体を分析することである。それゆえ、国民経済学における
保険の地位という問題に関しては、経済と保険との関係の分析が重要な課題となる。19世紀の終り及び
20世紀の初めにかけて、国民経済学は、経済的制度の範囲内における保険の地位の理論的解明に関わっ
ていた。その意味において、保険制度は国民経済学に多くを負っていた。まず、Adolph　Wagnerは、1881
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年に公表した国家と保険制度という著書において、国民経済における保険制度の特殊な地位に関する論
争を展開している。彼は、保険制度に関し、共同経済的組織と私経済的組織を区別し、保険制度の中に
原則として公的性格を認め、これにより共同経済的組織に賛成している。また、彼は、保険は、その性
質上、自由な取引によって引き受けられ実施される事業ではないこと、保険は公的施設であり、そのよ
うなものとして扱わなければならないと主張していた。この主張が背景となって、1930年代以来、国民
経済学者が価格理論、市場理論、市場形態論を展開したが、その際、市場経済にとってきわめて重要な
意味を有する競争秩序は、保険制度の基本思想と調和しうるか否かということが問題となった。そこで、
私経済的に組織化されている市場秩序における保険制度の地位に関する論争が生じたのである。そして、
Adolph　Wagnerの見解に従って、私保険についても共同経済的組織形態、すなわち公的組織が保険の担い
手となるべきことが主張されていた。
　　　　　　　　　　　　　　　七　保険法（13）
　一　この時期における保険法の研究は、保険制度の私法的研究が中心をなしているが、保険企業法、
保険監督法、保険仲介法、保険競争法等についての研究も行われていた。
　二　保険契約法
　この時期に論争されていた主要な問題として、保険者の給付、被保険利益、責務（Obliegenheit）、保
険と信義則、保険制度における倫理、普通保険約款の解釈等に関する問題がある。
　（1）保険者の給付を何に求めるかにっいては、かなり以前から議論がなされていた。まず、Victor
Ehrenbergは、保険契約法が成立する15年前に金銭給付説を主張し、　Wilhelm　Kischも、1920年の著書
において明確に金銭給付説を主張して、危険負担説に対して批判を加えていた。これに対し、Grieshaber
は、1914年の論文において危険負担説を主張するとともに、双務契約に関する民法320条以下の規定の
適用の有無について詳細な考察を加え、同様に、Ernst　Bruckも、1930年の著書において保険者の主た
る給付は危険負担であること、この危険負担は、金銭的給付をなすための継続的な準備をなすことであ
ると主張した。
　（2）被保険利益の概念と意味をめぐる議論は、依然として保険法における中心的な議論となっていた。
その議論は多岐にわたっている。第1は、保険法における被保険利益概念の相違に関するもので、被保
険利益は、保険法の全体に関わりを有するか、それとも損害保険法にのみ関わりを有するか、また消極
保険にも関わりを有するかということである。これらの問題をめぐって、激しい議論が行われていた。
第2は、被保険利益を保険契約の対象として承認することの当否に関するものである。広く支持されて
いる有力説によると、保険契約の対象は、取引の通念に反するが、感知しうる具体的な対象ではなく、
被保険者がその対象にっいて有している利益であるとする。そこで、例えば、Victor　Ehrenbergは、被
〔13）ここでの主要参照文献として、Deutsche　Versicherungswirtschaft，3．　Bd．，1936／39；H．　Eichler，
Versicherungsrecht　1976；　Raiser，　Entwick1ロngslinien　im　Recht　des　Versicherungsvertrages，　ZVersWiss．　1978；
W．　Kisch，　Die　Ethik　im　Versicherungswesen，　ZVersWiss．　1935；E．　R．　Pr61ss，　Uber　die　Auslegung　allgemeiner
Versicherungsbedingungen，　ZVersWiss．1938を掲げておく。
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保険利益とは、人と対象との関係であり、この関係によって、この対象に生じた事故の結果、人が損害
を被ると定義している。この被保険利益論は、その約30年後の1922年に、WilhelmKischによって理論
的に精緻な体系に完成させられた。これに対し、スイスのWilly　Koenigは、被保険利益概念の有用性に
異論を唱え、被保険利益概念は支持することができない紛糾物であるとして、否定すべきであるとして
いる。そこで、彼は、物、人、財産が保険の対象であること、被保険利益は、保険契約の動機にすぎず、
保険契約の内容及び対象ではないと主張する。人々の耳目を引き、かつ画期的なこの見解に対しては異
論がないわけではない。しかし、この見解は、概念法学に固執する被保険利益論の独占的支配に対して
挑戦を試みたものとして、急速に確固たる地位を占めたと評価されている。
　（3）　現代の保険法に採用されている「責務」という技術概念は、保険法の中心的概念となっている。
1920年代に入ると、責務に関する諸問題をめぐる研究が本格的に展開されている。その諸問題として、
責務の法的性質、責務不履行の効果、責務の負担者、責務と責務以外の危険制限との限界づけ、第三者
の責務違反に対する保険契約者の責任等の問題があげられる。第1に、責務の法的性質をめぐって、義
務説と前提説が主張されている。この議論の実益は、多くの場面において具体的に証明されている。第2
に、保険者の責任を制限するための法的手段として、責務、条件、危険除斥があるが、その限界づけの
ための基準の設定が重要である。この問題は、とくに保険契約によって約定された責務に関して強行法
規的規整を行っている保険契約法6条との関係において重要である。ドイツ保険契約法における諸問題
の中で、この問題ほど激しくかつ長期間にわたって議論されている問題は少ないともいわれている。こ
の問題は、1920年代の初めから議論され、多くの著書・論文が発表されていたが、これらの議論をめぐ
る研究の集大成として、1935年に、Harald　L6tschの危険制限という著書が刊行された。しかし、この
問題については、第二次世界大戦後においても、依然として激しい議論が続いている。
　（4）　1930年代の初め以来、判例において、とくに保険法における信義則・誠実義務について議論がな
されていた。そこでHans　M611erは、判例を4つのグループに分類して、分析・検討を加えていた。第1
のグループは、当事者の契約上の合意の解釈に際しての信義則の適用に関するもので、例えば、保険約
款中の不明瞭条項の解釈に際して問題となる。第2のグループは、法律または契約によって発生する当
事者の義務の履行に際しての信義則であり、例えば、保険者の保険金支払義務に関し、支払の時期と額
が問題となる。第3のグループは、信義則をもとにして契約当事者に補充的義務を負わせる場合で、例
えば、遡及保険において保険事故発生可能性の不存在を知っている保険者はこれを保険申込人に通知す
る義務を負うかということが問題となる。第4のグループは、信義則は、保険契約者または保険者に、
相手方の正当な主張に対する悪意の抗弁を与えるという場合である。そして、彼は、次のような大きな
原則が認められると結論づけている。第1に、信義則の考慮は、感傷癖に陥ることなく共同社会として
の保険の本質によって支えられていることを要すること、第2に、保険者は、共同社会思想が必要とし
ないかぎり、その経済的に優越的な地位を利用し尽くさないこと、第3に、当事者の契約上の合意の解
釈は、その合意が明瞭でない場合にのみ認められること、第4に、保険者の負担において明瞭でない合
意の解釈が許されるのは、保険契約者の請求が共同社会の思想と矛盾しない場合に限られること、第5
一288一
日治　AM’会　HN　Pt所
に、補充的な法的義務を構成するにあたっては細心の注意を要すること、第6に、悪意の抗弁は、一般
私法上の要件が存在する場合にのみ当事者に認められるとする。そして、彼は、最後に確認すべきこと
として、国家社会主義的裁判官は、正確に理解された保険法上の誠実義務の遵守によって正当かつ公平
な判決を下すことができる、と述べている。
　（5）また、Wilhelm　Kischは、1935年の保険制度における倫理という論文において、保険制度におけ
る倫理と共同社会思想を強調していた。すなわち、彼は、保険制度には、その特殊な性格にもとつく特
色として、三っの倫理的基本理念、すなわち、共同社会、犠牲、誠実の倫理的基本理念があげられると
する。第1に、その際の共同社会という思想に関しては、広義の保険と狭義の保険が区別される。前者
に関しては、保険は全体としての民族共同社会のために重要な役割を担い、民族共同社会に課せられて
いる社会的保護の課題を引き受ける。後者に関しては、保険には共同社会思想が認められ、それゆえ、
保険企業は、利益の追求を目的とする資本主義的経済の担い手ではないとする。第2に、保険の倫理的
基本理念は、犠牲または連帯の思想である。保険契約の相互性は、人間の連帯の倫理的思想にほかなら
ず、また、保険は共同社会的な犠牲によって可能とされる相互扶助にほかならない。「一人は万人のため
に、万人は一人のために」という思想が保険の中心的思想である。第3に、共同社会と連帯の思想にも
とついて、個々の保険契約は、その締結時から保険金の支払時まで、誠実によって支配される。保険契
約においては、他の契約におけるとは異なった高度で特別の誠実が求められる。「誠実よりももっと高度
で特別な誠実」思想が保険法には存在しているとする。
　（6）　1935年に、Ludwig　Raiserの普通取引約款法が刊行されている。この著書は、その目次からだけ
でも明らかなように、普通取引約款に関する全体的な問題を、あらゆる角度から考察した従来の研究の
集大成的な画期的著書である。Erich　Prδ1ssは、この著書に依拠しつっ、普通保険約款に関する一連の
重要な論文を発表しているが、ここでは、その中の普通保険約款の解釈原則について考察した論文を取
り上げることとする。
　ライヒ裁判所は、普通保険約款の解釈について、二つの原則を確立した。第1の原則は、不明瞭な保
険約款は、保険契約者が理解し、そして信義則に従って理解してさしつかえないという意味に解釈すべ
きこと、その理由として、作成者としての保険者はより明瞭に表現すべき義務を負っているとする。第2
の原則は、保険者の引受け危険を制限しまたは除斥する条項は拡大解釈されてはならないということで
ある。そして、Erich　Pr61ssは、判例の第1の原則に対して、次のように批判を加えている。第1に、
判例の考えはローマ法の有名な解釈原則に依拠しているが、現在では保険約款は企業または企業の団体
によってのみ作成されているのではなく、相手方の団体と交渉して作成されるようになっている。その
結果、押しつけられた一方的な約款ということはできなくなっている。第2に、普通保険約款について
は、監督官庁は、職務上、不明瞭条項によって被保険者の利益が害されないように監督すべき義務を負
わされている。第3に、判例は明瞭で一義的な保険約款を作成することは可能であるという前提に立っ
ている。しかし、それは不可能なことである。言葉は誤解の原因となりうること、同一の言葉であって
も人によって理解が異なりうる。すべての人にとって同じ内容を持つ言葉は存在しないとする。そして、
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彼は、結論として、判例の解釈原則は、法的事実、言語学の経験則、法律、保険約款の本質、そして衡
平則に反するとする。なお、彼は、判例の第2の原則は、「解釈」の原則に関する第1の原則の「適用」
にすぎないとして、とくに検討は加えていない。
　　　　　　　　　　　　　　　八　保険株式会社法（14）
　保険株式会社に関しては、第1に、保険株式会社と一般の株式会社との関係、すなわち、一般の株式
会社に対する保険株式会社の特殊性の問題、第2に、1937年1月30日の株式法が保険株式会社に対して
及ぼす影響の問題がある。
　－　20世紀の初頭において、一般の株式会社に対する保険株式会社の特殊性が強調されていた。その
第1は、基礎資本の目的における相違点である。保険株式会社の基礎資本は、一般の株式会社の基礎資
本と比較して、法的には同じであるが、経済的には異なっており、これが最も重要な相違点であるとさ
れる。すなわち、基礎資本は、一般の株式会社においては常に事業資本としての機能を有するのに対し、
保険株式会社においては単に被保険者に対する将来の義務の履行のための担保基金としての機能を有す
るにとどまる。一般の株式会社においては、積立金が担保基金としての機能を有する。保険株式会社に
おいては、通常は保険料が事業資金として役立てられ、保険料から、事業費が支出され保険金が支払わ
れる。ただ、保険料で十分でなく、保証積立金が使い尽くされたという稀な場合にのみ、基礎資本が保
険金の支払いに回わされ、出費の支弁に用いられるのであるとされる。第2に、保険株式会社について
は、国家による監督が行われるということである。保険株式会社は、株式法に服する資本団体であるが、
多様な方法、すなわち、その成立・活動・終了に関して、国家の実体的監督に服する。
　二　次に、1937年の株式法が保険株式会社に対してどのような影響を及ぼすかということが問題とな
る。ドイツにおいては、保険監督法によって、生命・傷害・責任・疾病・電害・火災の保険のような大
きな保険部門は、株式会社または相互会社の形態によって営まれることを要し、これには株式法の規定
が準用される。運送保険と再保険という二っのきわめて重要な保険部門は、ほとんど株式会社の形態に
おいて営まれているといわれている。そして、株式法の規定は、企業の目的を考慮することなく一般的
に株式会社の組織形態を規制するにとどまる。そこで、株式法の諸規定は、保険株式会社についてさえ、
増してや保険相互会社にっいてさえ、吟味をしないまま受け入れられることはできないこと、反対に、
保険企業の特殊性にもとついて株式法に対する多くの例外が認められるとされている。そこで、株式法
施行法28条は、一般の株式会社に対する保険株式会社の自律性にもとづき、株式法の規定に対する例外
を定めている。株式法は原則として保険株式会社にも適用されること、しかし、株式法は一部は明示的
に、一部は黙示的に例外を認めているということが確認されるといわれている。そこで、一般の株式会
社に対する保険株式会社の最も重要な特殊性として、設立、組織（取締役、監査役、株主総会、決算検
査役）、社員たる地位、簿記、事業計画、財産の譲渡、終了、合併、破産に関して特殊性が認められると
（14）ここでの主要参照文献として、Fuers，　DieBesonderheiten　der　Versicherungs－Aktiengesellschaft　1907；Mertins，
Das　Sonderrecht　der　Versicherungs－Aktiengesellschaften，1913を掲げておく。
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し、その具体的な検討がなされていた。
　　　　　　　　　　　　　　　九　保険監督の強化㈹
　1901年5月12日公布の私保険企業の監督に関する法律は、1931年3月31日の変更法によって修正さ
れ、この修正によって国家による監督が著しく強化されることとなった。1931年に変更法が成立する契
機となったのは、1929年に発生したフランクフルトー般保険株式会社の破綻である。この会社の破綻の
原因は、この会社の取締役が保険取引とは無関係な投機的取引に熱狂していたという点にある。すなわ
ち、本来の保険取引は正常であったが、きわめて冒険性の高い他の商業企業に関わったことが破綻をも
たらしたのである。保険契約にもとつく会社の義務は、他の保険会社が代りに責任を負う、ということ
によって履行された。これにより、保険契約者が損害を免れたとしても、保険監督の在り方を吟味し、
再発の危険に対処することが緊急の課題とされた。その結果として成立したのが1931年の変更法である
が、その草案において、以下の点が強調されていた。すなわち、監督官庁だけが、企業が監督義務を負
うか否かについて、判断すべきことを明確化すること、大規模な保険企業に対する毎年の検査義務、検
査に際しての監督官庁の権限と義務の強化、保険料積立基金の投資と保管のための特別の受託者の創設、
保険料積立基金の投資の方法の規制、しかも投機的投資を回避する方向での規制の強化、保険取引と無
関係な企業に関わることの回避または一定条件下でのみ関わることの承認にっいての監督官庁の権限の
承認、破産の場合における被保険者の優先権の創設ということである。これにより、変更法は「実体的
国家的監督」に関して重要な拡大と深化をもたらしたことになる。
　　　　　　　　　　　　　　　十　保険の仲介法・競争法㈹
　一　ドイツにおいては、1920年代の後半から1930年代にかけて、保険の仲介法に関する多数の重要な
著書が刊行されていた。まず、Hans・M611erの保険の仲介の法と実際という著書がある。商人の家に生ま
れた彼にとっては、保険代理商及び保険仲立などの仲介業に関する法と実際の研究は、若いころからの
大きな関心事であった。そして、ドイツでは、戦時中の統制経済のもとで仲介業を廃止しようという動
きがあった。そこで彼は、伝統的に生成・発展していた保険代理商及び保険仲立人という職業の存在の
正当性を証明しようとしていたのである。また、保険代理商に関しては、Car1　Neumann、
Kersting／Durst／Rohrbeckの重要な研究書が刊行されていた。さらに、保険仲立人の法的地位に関する多
くの重要な著書も刊行されていたが、その中でも、とくに、1928年に刊行されていたH．Waldsteinの保
険仲立人という著書はきわめて注目されるべき著書となっている。本書は、保険仲立人の法的地位に関
する諸規定の形成・発展過程を跡づけ、一般の商事仲立人に対する保険仲介人の特殊性を明らかにし、
保険契約の締結時から保険事故の発生による保険金支払時までの間における、保険契約者と保険者に対
（t5）ここでの主要参照文献として、50　Jahre　materielle　Versicherungsaufsicht　1952；W．　Weber，　Vierzig　Jahre
Versicherungsaufsicht，　Die　Bank　1941を掲げておく。
〔16）ここでの主要参照文献として、E．　R．　PrOlss，　Das　Wettbewerbsrecht　der　Versicherung，　ZVersWiss．1934を掲
げておく。
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する保険仲立人の権限と義務にっいて考察したものである。本研究によって、保険仲立人の法的地位に
関する基礎理論が確立されたといってよい。
　二　市場経済においては、自由な競争には、刺激・抑止・分配の機能が、それぞれ認められ、また、
自由な競争は、最も自然で効率的な目標到達の方法である。そして、市場経済においては、競争法は二
つの課題、すなわち、一方では制度としての競争を保護し維持すること、他方では競争に伴う弊害と濫
用を防止するという課題を有している。このことは、保険の競争法にも妥当する。もっとも、その際、
保険制度の特殊性が考慮されるべきであるといわれている。そして、ドイツにおける固有の保険競争法
は、1920年代から1930年代の初頭にかけて、監督官庁の命令及び業界連盟の勧告にもとついて発展した。
保険競争法に関するドイツの最初にして重要な研究は、1934年にErich・Pr61ssによって始められた。彼
は、保険競争法を、一方では保険企業間、他方では保険企業とその代理商・第三者との競争関係を規律
する法の総体と定義している。そして、彼は、保険競争法は、三つの法源から成っているとする。第1
は、民法12条及び不正競争防止法16条等である。第2は、私保険制度に関する帝国監督官庁の命令で
あり、この点に関し、保険監督法81条が問題となる。この規定により、監督官庁は、保険営業を監督す
る義務を負い、営業経営が善良の風俗に反することとなる弊害を除去するための命令を行う権限を有す
る。これによって、監督官庁は、保険業の競争に介入していた。第3は、保険業界の連盟の自主法であ
り、これは重要で関心が持たれている規制である。これは、指針、諸原則、競争協定という形式を用い
るものであり、彼はそのいくつかの例をあげているが、その中でも競争をきわめて広く規制しているも
のとして、ドイツの私火災保険会社の業界団体の競争規定があるとする。
　　　　　　　　　　　　　　　十一　個々の保険部門の研究
　一　人保険
　（1）人保険の中で中心をなすものは、いうまでもなく生命保険である。生命保険に関しては、保険数
理及び保険医学も研究の対象とされていた。生命保険に関する最初の優れた研究書は、1880年に刊行さ
れたLudwigElsterのドイツにおける生命保険、その国民経済的意味及び法的規制である。1895年には、
彼の門下生であるMax　Gebauerのいわゆる生命保険という著書が、また1932年には、数学者・歴史家で
あるHeinrich　Braunが生命保険という著書をそれぞれ刊行している。後者は、第二次世界大戦前におけ
る生命保険部門に関する最良の著書であるといわれている。法律書として、1924年にErnst　Bruckと
Theodor　D6rstlingの生命保険契約の法が刊行されているが、これは死亡保険普通保険約款の1条から
20条までの規定にっいて詳細な注釈を加えたものである。
　（2）　ドイツにおいては、第一次世界大戦から第二次世界大戦の時期に、私疾病保険がきわめて注目す
べき躍進を遂げていた。その一般的傾向を示すと、1924年から1941年の期間において、被保険者数は約
19．8倍、保険料収入は約49．5倍に増加している。また、私疾病保険の重要な企業は、1920年代のみな
らず1930年代の半ばまで設立されていた。1939年1月1日現在によると、790の企業のうち8の企業が
株式会社形態、その他は相互会社形態を用いていた。収入保険料の約91パーセントは46の企業にのみ
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帰属していた。私疾病保険の躍進とともに、研究も活発に行われていた。まず、最初の基本的な著書と
してAlbrecht　Balzerの私疾病保険統計が1929年、同・ドイツにおける私疾病保険が1932年、　Otto
B6kenkampの私疾病保険が1935年、　Max　Teichmannのドイツ私疾病保険の基礎が1937年に、それぞれ刊
行されていた。また、疾病保険に関する最初の法律書として、Ernst　Bruckの私疾病保険契約の法が1934
年に刊行されていた。
　この時期においてとくに注目すべきこととして、疾病保険法の編纂作業があげられる。1908年5月30
日の保険契約法は、疾病保険に関する規定を有せず、法律の空白状態が続いていた。そのため、第1に、
疾病保険は損害保険と定額保険のいずれに属し、保険法のいかなる規定を適用すべきかという、法律的
に不安的な状態が生じていた。第2に、疾病保険はとくに小規模の手工業者と商工業者の個人生活に関
わるので、被保険者の保護のために一定の規定を強行規定とする必要があるということである。そこで、
1938年、ドイツ法学院の保険制度についての委員会は、法律草案を作成し、これを保険契約法の中に採
用しようとした。この法律草案をめぐって、直ちに多くの活発な批判的検討が行われた。その中でも、
とくにErich　Pr61ssは、疾病保険の法的性質・範囲・保険事故、契約関係者、保険事故による保険金支
払までの間における保険関係、多数の保険の重複という観点から、法律草案に批判的な検討を加えてい
た。そして、一方では歓迎され、他方では批判された法律草案は、法律とはならなかった。しかし、法
律草案は、その体系及び内容において多くの思想を先取りしていた。この法律草案の思想は、1994年7
月21日の法律によって、保険契約法の178a条から1700条の規定の中に採用された。
　（3）傷害保険　傷害保険に関する研究者として、まずAlbrecht　Gerkrathがあげられる。彼は、ベル
リンの生命・傷害保険株式会社の役員という地位において、実務及び著作につききわめて広い活動を行
っていた。そして、傷害保険に関する実務家としての彼にっき、とくに1906年に発表していた傷害の概
念の定義についてという論文をあげなければならない。この論文における考察の対象は、第1に、保険
約款には、傷害の一般的な定義と並んで、それをさらに明確ならしめるために、傷害概念を拡大したり
制限したりしている規定が存在しているが、その規定にっいて考察していること、第2に傷害概念の特
徴である、急激性、外来性、暴力性、偶然性の意義にっき、学説、判例、保険契約法の草案、災害保険
法、ドイツで活動している傷害保険会社の連盟の約款等をもとにして、きわめて精緻で詳細な検討を加
えているということである。そして、結論として、傷害概念の定義がいかに不明確であり、その詳細な
吟味がいかに必要であるかということが明らかになったこと、そして、傷害の概念として、被保険者が
急激で外部からの機械的な暴力によって彼に作用している出来事によって身体の損傷を被った偶然な事
故であると定義している。しかし、彼はこの定義も決して完成したものではなく、さらに研究を必要と
すると述べている。また傷害保険に関する最も包括的な研究として、Erich　Carusは1930年に、ドイツ
私傷害保険を著していた。これは、彼の博士学位論文であり、当時においては余り研究の対象とされて
いなかったか、もしくは無視されていたこの保険分野の全体にっいて詳細な考察を加えたものである。
二　物保険
　（1）　物保険の中心をなすのは、いうまでもなく火災保険である。火災保険法の歴史的発展に関しては
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多くの重要な研究がなされていたが、その中でも、とくにErich　Pr61ssが1942／43に発表した火災保険
法の発展という論文はきわめて注目されており、現在においても不可欠の論文となっている。彼は、こ
の論文において、ドイツにおける火災保険法につき、初期の段階から1940年頃までの発展過程を跡づけ
ている。彼は、ドイツの火災保険法は三っの段階を経て完成したとする。第1段階は、火災保険の初期
の段階から1794年のプロイセン普通法までの時期である。この時期において、シュレースヴィヒーホル
シュタィンの火災ギルド、ハンブルク火災組合等が形成される。その規約には、保険法的性格を有する
規定と有しない規定が混在していたが、次第に保険法的性格の規定が発展していたとする。プロイセン
普通法における火災保険規定は一般の保険法的性格の規定に立脚している。その一般の保険法的性格の
規定として、利得禁止、超過・重複保険の禁止、告知義務、危険増加、保険料の支払いと遅滞、保険事
故招致、損害の通知・防止義務等、現在の火災保険約款に定められている多くの規定をすべて定めてい
た。第2段階は、1700年代の終り頃から1900年代の初頭（1901年の保険監督法の成立）までの時期で
ある。とくに、1800年代の前半に設立された大規模な私火災保険会社の保険約款（規約）は、火災保険
法の発展に対してきわめて大きな貢献をなす最初の「成文保険法」となっていた。その中でも、とくに、
1874年に、ドイツの私火災保険会社の連盟の会員によって最初の連盟約款が採用されていたが、これは
火災保険法の発展にとって重要な意味を有していた。第3段階の初め（1800年代から1900年代への変り
目）に、火災保険法は全体として体系的な完成を見せた。1908年の保険契約法は、火災保険に関して僅
かな特別規定を定めているが、とくに目新しい規定は見当たらないと述べられていた。なお、保険契約
法の制定後、保険法及び火災保険契約法の研究が活発化する。1910年に新たな火災保険普通保険約款が
制定されたが、Karl　Domizlaffは、すでに1909年にこの約款についての注釈書を刊行していた。この注
釈書は、保険約款についての最初の注釈書であるといわれている。
　火災保険の保険事故である火災の定義にっき、Julius　von　Gierkeは、1912年に火災保険における火
災の概念という論文を発表していた。この論文の考察対象は、火災の概念を定義すること、1910年1月
1日施行の新しい火災保険普通保険約款は火災の概念につきいかなる観点に立っているかということで
ある。そこで、彼は、まず1810年代から1880年代までのドイツの主な保険組合・施設・会社・連盟・
火災金庫等の規約・規程・約款等における火災に関する定めについて考察し、次に、帝国上級商事裁判
所・学説・保険契約法草案における火災の概念をめぐる見解を跡づけている。その考察はきわめて精緻
で詳細である。そして、火災概念の統一的な定義として、火災とは、典型的に危険な損害火、勃発した
火であり、その火は火床外で自力により拡大しうるものであると述べている。そして、この定義によっ
て、保険保護が与えられる小損害と保険保護が与えられない小損害が区別されること、裁判官はこの定
義に従って裁判すべきであると述べている。
　（2）　1930年代の終りになると、自然災害損害保険に関する研究が活発化する。その中でもとくに注目
すべきものとして、1937年にCurt　Romme1が発表した自然災害保険の基礎という論文があげられる。こ
の論文は、表題からも明らかなように、自然災害保険の基礎理論にっいて考察したもので、第1章は、
自然災害の定義を行い、第2章は、自然災害損害保険の困難性の理由として、統計上の基礎の不存在、
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保険に対する需要の地域的偏り等をあげている。第3章は、この保険の要素として、4つをあげている。
その1は、保険の組織で、私的保険か国家的保険か、保険加入は自由とするか強制とするか、この保険
だけの独立の組織を作るか既存の組織によるかということである。その2は、危険に関するもので、付
保される危険を一個とするか複数とするかで、前者は古い自然災害損害保険に属し、後者は1920年代の
初めに遡るとする。その3は、保険の対象であるが、すべての経済財が考慮されうる。その4は、保険
料であるが、この保険に対する需要は不安定で特定が困難であるため、保険料の確定には大きな困難が
伴う。第4章は、結論部分である。彼は、自然災害損害保険はjl頂調に進んでいること、その実施につい
ての可能性は大きいこと、スイスは最近の10年間においてこの保険の課題に貢献していたと述べている。
　三　責任保険
　（1）　責任保険の開始は、自動車保険、権利保護保険と同じく、1800年代の終り頃に遡る。研究は、そ
れより遅れて開始している。
現代において最も重要な保険部門にまで発展した責任保険の創始者は、Carl　Gottlob　Moltである。保険
制度の分野において彼の才能が開花する契機となったのは、1871年の帝国責任法の公布である。この法
律は、労働者または第三者に対する企業者の損害賠償責任について定めるとともに、これを強化するも
のである。他方、この法律によって強化された責任は企業者を経済的破綻に導きかねないことから、企
業者の責任危険を共同で引き受けることの必要性が生じた。そこで、彼は、1871年に、多くの協力者の
もとに、シュトゥットガルトに協同組合を設立し、新しい保険部門としての責任保険をこの協同組合の
基礎とした。その際、彼は傷害保険と責任保険の相違点を認識し、両者をはっきりと区別した。それが
彼の最大の貢献であり、そのため、彼は責任保険の固有の創始者であるとされているのである。責任保
険は、1884年のビスマルク社会保険立法によって、危機に直面した。けだし、1885年施行の同業組合災
害保険法によって企業者の責任保険は不要であるとされたことから、企業者はその私保険契約を解約す
ることが可能となったからである。これにより、責任保険は終了してしまうように思われた。しかし、
彼だけは、責任保険は依然として重要な役割を果たすということを見抜いていた。
　（2）　しかし、責任保険の発展のためには、責任保険の理論的正当化を必要とした。すなわち、一方に
おいて、責任保険は保険の基礎を損なう繁茂植物であること、帰責事由にもとつかない事故のみが保険
の対象となりうるという従来から不動のものと考えられていた保険の道徳原理と調和しえないこと、不
道徳にして良俗に反する行為であること等という主張がなされていた。そこで、1878年に責任保険を禁
止するよう帝国内閣官房に申し出が行われたことがあった。これに対し、1879年に、反対の申し出も行
われていたのである。
　（3）　責任保険に関する重要な著書も発表されていたが、ここでは、その中から、若干のものを取り上
げる。まず、責任保険に関する最初の包括的研究として、1902年に刊行されていたAlfred　Manesの責任
保険、その歴史、経済的意味及び技術がある。この著書は、2章から成っている。第1章の総論は、責任
保険の理論的な問題に関するもので、責任保険の歴史、国民経済における責任保険の意味、企業形態に
ついて叙述している。第2章は、特殊・実務的な問題に関するもので、責任保険の問題、個々の責任保
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険について叙述している。彼は、本書の序文において、責任保険に関する研究は従来おろそかにされて
いたこと、その学問的考察が必要であると述べている。また、責任保険の法的基礎に関する研究として、
Julius　von　Gierkeは、1907年に責任保険とその将来という論文を発表していた。この論文は、現行保
険契約法の成立前に発表されたもので、6章から成っている。第1章の序論では、責任保険は重要な保険
部門であり、法的にみて特有な性格を有するにもかかわらずそのことが十分に認識されておらず、その
名称だけしか知られていないと指摘している。第2章は、責任保険の歴史について説明している。その
際、時期を、1871年から1884年まで、1885年以後に区分し、それぞれの時期における責任保険の特色
を詳細に説明している。第3章は、保険約款をもとにして、現行の責任保険について考察している。そ
の際の問題点として、第1に、保険保護が与えられる請求権、第2に、責任保険に含まれる請求権の種
類であり、この点に関し、責任主体と責任請求権を基礎づける損害の種類という二つの観点から責任請
求権が区別されること、第3に、責任保険における保険保護の種類で、第4に、保険者による損害の填
補が問題となるとする。第4章は、責任保険に対する敵視について考察している。責任保険に対して種々
の理由にもとついて敵視がなされるが、本論文は、敵視の理由にっいて詳細な検討を加えながら、それ
らの理由には根拠は認められないと述べている。第5章は、責任保険の限界について考察しているが、
故意かつ違法な行為にもとつく責任に対しては保険保護は与えられてはならないこと、良俗違反の直接
または間接の結果に対して保険保護を与えてはならないこと等を述べている。最後の第6章は、保険契
約法の草案の中の責任保険に関する規定をもとにして、責任保険の将来について若干の展望を試みてい
る。さらにErich　Pr61ssは、1937年に責任保険法の諸問題という論文を発表している。本論文は、4章
から成っている。第1章は、責任保険の保険事故について考察している。ここでは、五つの見解に検討
を加えた結果として、実際に発生したか、または単に主張された責任事実をもって保険事故と解すべき
であると主張している。第2章は、保険請求権の消滅時効との関係において、責任保険者の給付につい
て論じている。保険者に対する保険契約者の請求権にっき、第1の見解は、単一の請求権とし、これは
時間の経過とともに異なった形態を有すること、すなわち、まずは権利保護請求権であり、次にそれが
免脱請求権に変更するとする。この見解によると、保険契約者は権利保護請求権を消滅時効によって消
滅させると全部の請求権を失うことになる。第2の見解は、保険契約者は保険者に対して単一の請求権
ではなく多くの独立の請求権、すなわち、免脱に向けられた独立の請求権と権利保護に向けられた独立
の請求権を有するとする。この見解によると、二つの請求権は、それぞれ異なった時期に履行期が到来
し消滅時効によって消滅することになる。本論文は、権利保護は保険者の主たる給付ではないこと、責
任保険は権利保護を保険者の主たる給付とする権利保護保険ではないこと、権利保護は単に損害防止義
務を意味するにとどまるとする。そこで、免脱請求権と権利保護請求権は異なった時期に消滅時効によ
って消滅するとする。なお、本論文は、第3章で被害者の地位、第4章で責任保険における重複保険に
ついても、それぞれ考察を加えている。
　（4）　責任保険における被害者保護機能の重視とともに、責任保険における社会的思想が注目されるに
至っている。この問題につき、Kurt　Jannottは、1941年に、責任保険における社会的思想という論文を
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発表している。この論文は、主として、以下の三点について考察している。第1に、私保険における社
会的思想の意味にっいてである。私保険、それゆえ、責任保険には社会的性格は認められないように思
われる。責任保険の成立史及び責任保険の目的からしても、責任保険は被害者ではなく被保険者の保護
を目的としている。第2に、しかし、一般に、責任保険における社会的思想は、まず国家社会主義国家
において現われている。例えば、1933年の自動車運転者の養成に関する命令は自動車教習所の教師に責
任保険契約の締結を義務づけ、1934年の陸上での旅客運送に関する法律は企業者に責任保険についての
証明を義務づけている。しかし、とくに1939年の自動車保有者のための義務的責任保険の導入に関する
法律は、被害者保護を責任保険の中心的課題として、責任保険の社会的思想を表現している。第3に、
義務的責任保険と一般の責任保険との間に差異を設けるべきか否か、責任保険の中に、社会的思想を有
するものと有しないものというように、二種類のものが存在すべきか否かという問題がある。この点に
つき、将来の方向としては、義務的責任保険における社会的思想は、義務的責任保険の特殊性が問題と
ならないかぎり、一般の責任保険においても維持されるべきであること、義務的責任保険の導入によっ
て、責任保険はその経済的・社会的課題に関する従来の限界を超えなければならないとする。とくに、
本論文の第3点目の指摘は、現在においてもきわめて示唆的である。
　四　自動車保険
　1930年代の初めになると、責任保険から発展した自動車保険に関する問題について考察する著作が現
れていた。その際の重要な問題の一っとして、交通事故被害者の保護に関する問題がある。この問題に
関して、ゴーター一般保険株式会社の取締役であるKurt　Jannottはきわめて重要な貢献をなしていた。
すなわち、1937年に、この会社は自動車保険の普通約款にっいての追加約款を作成し、監督官庁の認可
を得た。この追加約款はJannottが作成したもので、被害者の権利を確実にするため、責任保険による
保護を拡張するものであった。この追加約款は、・1939年の自動車保有者のための義務的保険法の制定に
際して重要な資料となっていた。この追加約款は、三つの部分から成っていた。第1は、保険保護が及
ぶ人の範囲の拡張に関するもの、第2は、保険者の給付義務の存続・消滅等に関するもの、第3は、保
険者に対する被保険者の保険金請求権についての被害者の質権に関するものから、それぞれ成っていた。
それゆえ、この追加約款は、その目的において、1939年の法律と広く一致している。
　五　権利保護保険
　権利保護保険の基礎理論について考察した論文として、AntQn　Grauerは、1912年に権利救助保険とい
う論文を発表していた。まず権利保護保険は、被保険者が訴訟の追行に関して生ずる費用損害をその額
において填補することを目的としているので、固有の損害保険に属するとする。次に、権利保護保険と
責任保険との限界づけが問題となる。責任保険者に対する保険請求権を責任の防禦・確定のために必要
な費用の請求権であると解する見解によると、権利保護保険は単に責任保険が拡大した保険と解するこ
とになる。しかし、責任保険の被保険者は、訴訟費用の填補ではなく第三者に対して負担している賠償
責任に対する保護を求めているので、権利保護保険と責任保険との類似性は後退あるいは消滅するとす
る。さらに、権利保護保険に関する最大の問題は、訴訟費用を必要ならしめた被保険者をしてこの費用
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の支出を免れせしめることは、被保険者に不純な手段を与えることになるのではないかということであ
る。権利保護保険は、被保険者が訴訟を行った結果として生ずる費用に対して保険保護を与える保険な
ので、保険事故の発生は被保険者の意思ないし行為と密接に関係している。そして、被保険者が訴訟を
故意に行った場合には、保険者は保険事故招致を理由として免責される。そこで、いかなる場合に訴訟
を故意に行ったといいうるかということである。本論文は、被保険者が単に最小限度においても法的に
具体的な根拠を有することなく訴訟を提起する場合はこれに当たるが、これに対し、相手方が訴訟を提
起している場合はこれに当たらないと主張している。
　六　信用保険
　信用保険については、すでに述べたハンブルクの商業学者であるJohann　Georg　Buschが、1769年に、
プロイセン国家のための一般信用保険という表題の構想を作成し、破産による損失に対する保険の創設
を提唱していた。この構想は、プロイセン国務大臣のために作成されたもので、その背景には、ハンブ
ルク商人の投機的な手形取引と、それにもとつく倒産という事情が存在していた。その後、1900年代の
初めになると、信用保険に関する研究が活発化して、多くの重要な著書が刊行されていた。その中でも、
信用保険の契約法的諸問題について考察しているWalter　Moltの1913年の信用保険契約という著書はと
くに注目される。本書は、序論と4章から成っている。序論では、信用、信用危険、信用保険、信用保
険法史について、第1章の基礎理論では、債権の保証としての信用保険、信用保険と会社法について、
第2章の信用保険の内容では、保険事故、保険者の給付約束の範囲、危険、保険に付される債権の存在
について、第3章は、保険関係の主体について、第4章の保険関係では、保険の開始、保険関係の進展・
終了について、それぞれ考察を加えている。現在においても、信用保険契約の基礎理論に関する重要な
著書と位置づけられる。
N　第二次世界大戦の終了後（17）
　　　　　　　　　　　　　　　一　概　説
　ドイツの保険学は、第二次世界大戦における敗北によって、完全に新たな時期を迎えることになった。
　ドイツの保険学は、とくに1800年代の終り頃から強力に推進されており、この時期には、主として四
つの保険学施設が存在していた。すなわち、①独立した研究機関であるドイツ保険学会、②より新しい
研究所で、大学に依存して設立されているが経済的には広く業界によって支えられているもの（ベルリ
ン、ライプツィヒ、ケルン）、③大学の古い研究所、ゼミナールで純粋に大学の施設に属するもの、④保
険学、保険法、保険数理、保険医学の分野における大学の講義及び演習である。これら長年にわたって
築かれていた施設は、第二次世界大戦における敗北によって甚大な被害を被った。図書館は他の場所に
移されて使用不能となり、重要な蔵書及び収集物は失われ、既存の施設も事実上、解消せざるをえなか
（且7）ここでの主要参照文献として、Archiv　und　BUcherei，　in：10，　Geschaftsbericht　1957／58　des　Gesamtverbandes
der　Versicherungswirtschaft　e．　V．；　K．　Hax，　Stand　und　Aufgaben　der　versicherungswissenschaftlichen
Einrichtungen　inDeutschland，　VW．　1947；Versicherungswissenschaften　an　Universitaten，　Beil．zu　VW．1997／1998；
FUnzig　Jahre　Institut　f〔1r　Versicherungswissenschaft　an　der　Universitat　zu　K61n　1991；　P．　Koch，　Berlin　und
die　Versicherung，　VW．1961を掲げておく。
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った。大学の研究所のうち、ベルリンの研究所は完全に中止した。
　1946年の夏学期以来、一連の大学において保険学ゼミナールが再開され、講義及び演習の数は以前の
水準には戻っていなかったが、徐々に戻りっっあった。1947年の夏学期において、イギリス占領地域の
ハンブルク、ゲッチンゲン、ケルンの各大学において、アメリカ占領地域のエアランゲン、フランクフ
ルト（a，M．）、ミュンヘンの各大学において、ソ連占領地域のベルリン、ライプツィヒ、ドレスデンの各
大学において、それぞれ保険学及びこれに関連する科目の講義が行われていた。
　ところで、第二次世界大戦終了後の初期の頃においては、保険法学、とくに保険契約法と保険監督法
の分野における研究が主流をなしていた。しかし、その後、研究の関心は、カルテル法、情報保護法、
ヨーロッパ法のような、保険制度に新たに加わっている多くの法領域に移っていた。また、保険経済学
は第二次世界大戦以前におけるよりもより著しい重要性を増してきたが、その際に中心となるのは保険
経営論である。さらに、社会保険、保険医学、保険数理等の研究も著しく深められた。以下においては、
保険法学に限定して、各大学における研究を述べることとする。
　　　　　　　　　　　　　　　二　大学における保険法研究
　一　ハンブルク
　Ernst　Bruckによって形成されたハンブルク保険法学派は、その門下生であるHans　M611erによって承
継された。Hans　M611erの門下生として、主として以下の研究者がいる。
　（1）Karl　Sieg　Karl　Siegには、1991年現在ではあるが、単独の著書が約6冊、論文が約210本、共
同編集書が約8冊、その他に多数の判例・著書についての評釈がある。彼の初期の頃の研究は、責任保
険法に集中している。彼の著作の中で最も重要なものは、1952年に教授資格論文として提出した責任保
険の放射という論文である。この論文は、責任保険における被害者と保険者の多様な法的関係を体系的
に解明することを目的としたもので、責任保険における損害清算人としての長年の実務経験をもとにし
て書かれたものである。また、彼は、Bruck－Mδ11erの保険法大コンメンタールの協力者にもなっている。
さらに彼の論文集として、1991年に、個別保険一50年の研究と理論が刊行されている。その第一部には、
保険監督法及び仲介法を含む私保険に関する論文が17本、第二部には、とくに責任保険法と責任法に関
する論文が9本、第三部には、保険における手続法に関する論文が5本、それぞれ収載されている。い
ずれの論文も、保険法におけるきわめて重要な問題を扱った優れた論文である。彼が死去した年の1998
年の保険法雑誌に、Egon　Lorenz、　Helmut　Schirmer、　Horst　Baumannの追悼文が掲載されている。　Lorenz
は、Karl　Siegの名は1900年代後半の保険法と結びっいていること、　Schirmerは、　Kari　Siegの死去と
ともにドイツ保険法学はその傑出した代表者を失ったこと、Baumannは、　Karl　Siegは死去してもその著
作は生き続けると、それぞれ述べている。
　（2）Reimer　Schmidt彼ほど、活躍の領域が広く多彩な経歴を有する者は、そう多くはない。彼は、
同時にあるいは相次いで、研究者、実務家、企業者、教師、国際的な共同作業の主催者であったし、現
在もそうである。また、彼の研究対象も、民法、保険法、社会保険法はもとより、保険監督法、カルテ
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ル法、核エネルギー法、企業形態法、ヨーロッパ法等に及んでいる。彼の教授資格論文として1953年に
提出された責務という論文は、保険契約法における責務を全私法における責務と関連づけて体系化した
もので、第二次世界大戦後における教授資格論文の中で最も重要な論文であると評価されている。彼に
よると、責務は「より弱い強制力を有する法的義務」であるとされる。もっとも、この見解に対しては、
種々の角度から鋭い批判も加えられている。彼は、1991年3月、ドイツ保険学会の名誉会員となった。
それは、彼の同学会役職の退職を意味している。そこで、同学会は、1991年3月15日の総会において、
彼の足跡についての討論会を開催している。そこでは、Dieter　FarnyはReimer　Schmidtとドイツ保険学
会、Egon　LorenzはReimer　Schmidtと保険監督法、　Helmut　SchirmerはReimer　Schmidtと民法・保険法、
Ulrich　HUbnerはReimer　Schmidtの国際的活躍、　Georg　BOchnerはReimer　Schmidtと保険実務について、
それぞれ報告している。この報告テーマだけからでも、Reimer　Schmidtの活躍の領域の広さが知られる。
　（3）Manfred　Werber彼の研究テーマは、およそ次の三点に求めることができよう。その第1は、危
険増加に関するものである。彼は、1967年に博士論文である保険契約法における危険増加という著書を
刊行している。この著書は、全私法体系における危険増加制度の位置づけ、危険増加の要件と効果につ
き、ヨーロッパ5か国の法と比較考察を行っている。そして、ドイツ保険契約法の規定について批判的
な観点から検討を加え、将来の方向を示している。第2は、保険契約者の平等取扱いの原則に関するも
のである。保険監督法は、保険企業が、保険契約者に特別利益を提供し、保険契約者と優遇契約を締結
することを禁止している。彼は、優遇契約の締結及び特別報酬の提供の形態における保険契約者の特別
扱いとその許容性に関する研究を行っている。その第3は、保険仲介人の法的地位に関するものである。
ドイツでは、とくに1990年代に保険仲介人に関する研究が活発化するが、その法的中心問題は、保険仲
介人の法的地位、及びこれと関連して、保険者及び保険契約者に対する保険仲介人の権限と義務に関す
るものである。彼も、近時において、保険仲介人の法的地位に関する多くの優れた論文を精力的に発表
している。その視点は、保険契約者と保険者に対する保険仲介人の二重の法的関係の承認のもとで保険
仲介人の中立的地位をいかに確保するための法理を構築するかというところにある。彼の研究の最大の
貢献は、二重の法的関係の意味と内容を明らかにした点にある。
　（4）Gerrit　Winter彼の博士論文は、1962年に刊行されていた物保険における具体的・抽象的入用
充足というテーマに関するものである。保険契約法1条は、物保険は非人保険として具体的入用充足の
原則に従うと定め、また、物保険においては具体的入用充足の原則が厳格に維持されるべきであると解
されている。これに対し、本論文は、物保険は一般に認められているほど厳格に具体的入用充足の原則
と結びつけられていないこと、当事者は約定によって、損害保険に関する規定に関わりなく、一定の範
囲内において抽象的入用充足を目的とする保険契約を締結することができるとする。彼は、1972年に危
険変更についての考察という論文を発表している。この論文は、行為基礎理論と危険増加、危険増加の
要件と効果、危険減少の問題について考察するものである。とくに、危険増加の要件に関しては、危険
増加の重要性・継続性、主観的危険増加と客観的危険増加の区別とその区別にもとつく効果の区別の当
否につき、また危険増加の効果に関しては、保険料の増額による増加した危険への保険契約の適合、保
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険者の給付免責に関する全てか無かの原則と比例原則にっいてそれぞれ詳細な考察を加えている。また、
彼は、約520頁にわたる大著として、Bruck－M611erの大コンメンタールで生命保険について執筆してい
る。なお、Manfred　WerberとGerrit　Winterは、1986年に保険法の基礎という著書を刊行している。簡
潔ながら、随所に示唆的な見解が述べられている。
　ニ　ケルン
　（1）Erich　R。ehrbeinは、ケルンの地方裁判所及び上級地方裁判所の裁判官、その後、帝国司法省に
勤務した後、1931年にケルン大学法学部に最初の非常勤講師に就任し、保険法の講i義を担当していた。
また、1954年に新たに創設されたノルトライン＝ヴェストファーレン州社会裁判所の所長に就任してい
るが、この就任は、裁判官としての彼の輝かしい経歴の締めくくりを意味している。ケルン大学への就
任は、確かにケルン大学にとって注目すべき人事の配置を意味している。しかし、裁判官を本職とする
彼にとっては、大学における活動には時間的な限界が伴っていたといわれている。
　（2）　1961年にケルン大学法学部に、保険法・民法・商法のための講i座及び保険法のための研究所が、
それぞれ創設された。Ernst　KlingmUllerは、その講座に招かれ、その研究所の主宰者になった。これは、
保険法に対する再評価と保険法研究の強化を意味する。保険法のための研究所の研究活動は、彼の主宰
のもとに、主として、責任及び責任保険、とくに、生産物・医師・薬品の責任、環境保護、老齢者・遺
族に対する扶助、そして、イスラム法をそれぞれテーマとして、進められていた。彼の研究の重点も、
これらのテーマに集中している。彼は、1967年に疾病保険契約法という著書を刊行しているが、とくに、
疾病保険の保険事故の特殊性に関する重要な指摘をなしている。
　（3）Ulrich　HUbnerは、前述したErnst　KlingmUllerの門下生であり後継者である。彼の一連のテー
マは、20世紀の終りにおける保険学である。そのもとにおける具体的なテーマは、ヨーロッパ共同体法
が保険制度と保険監督法に対して及ぼす影響、一般私法制度と普通取引約款規制法が保険契約法に対し
て及ぼす影響等に関するものである。彼の著作の重点は、責任法、フランス法入門、ヨーロッパ法、普
通保険約款と普通取引約款規制法、保険監督法、保険株式会社法、保険仲介法に置かれている。彼の著
作の中でとくに注目すべきものとして、普通保険約款と普通取引約款規制法がある。本書は、普通取引
約款規制法が普通保険約款に対して及ぼす影響の問題、あるいは、普通取引約款規制法による普通保険
約款の相当性コントロールの問題にっき、判例を中心として詳細な考察を加えている。
　三　ゲッチンゲン
　すでに述べたように、ゲッチンゲン大学の保険学ゼミナールはドイツにおける最古の保険学ゼミナー
ルとして1895年に創立され、1995年に創立100周年を迎えている。しかし、その歴史は、創立以来、波
乱に富んでいた。ゲッチンゲン大学においては、保険法に対しては伝統的に特別の配慮がなされている。
　（1）Jurius　von　Gierkeは、第二次世界大戦後、再び講義活動を開始し、死去する少し前まで続けて
いた。第二次世界大戦後の主要な著書として、1947年に刊行された社会保険法を除く保険法（第二分冊）
がある。これは、1937年に刊行されていた第一分冊に続くものである。その間に10年間が経過している
が、この間における本人及び家族の運命については沈黙したいと述べている。
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　（2）Ludwig　Raiserは、いうまでもなく、多くの重要な分野にわたる著書・社会的活動によって、ド
イツ以外の諸国においても広く知られている。とくに、一流の著書とされる1935年の普通取引約款法に
よって、広く知られている。彼は、1933年に教授資格を取得しているが、政治的な理由から教職の道は
閉ざされていたので、とりあえずベルリンで弁護士となった。そのときに、この著書を完成させたので
ある。本書は、判例及び解釈上の問題の研究のほかに、広く経済的・法社会学的・法理学的研究も加え
た画期的な著書である。彼は、1945年にゲッチンゲン大学の民法、商法及び経済法の正教授になるが、
1955年に、同じ科目でチュービンゲン大学の教授職を引き受けている。
　（3）Wilhelm　Ebe1は、1950年代以来、再び私保険法に関する講義、演習を担当している。彼の研究
対象は、もっぱら保険史に集中している。その中でも、とくに、1993年に刊行されているドイツにおけ
る保険法史についての出典指示と文献解題という著書は、きわめて傑出している。彼は、長年にわたっ
て多くの図書館、公文書保管所等を訪問して資料を収集し、それをカード式整理箱に保管していた。し
かし、健康上の理由から自ら著書を完成させることは不可能であったので、この整理箱を息子の
Friedlich　Ebelに手渡し、息子は父の監督のもとに作業を進め、父の死後、息子の編集のもとに刊行さ
れた。本書は、二部から成っている。第一部は、ドイツ保険法史に関する約2020の重要文献をアルファ
ベット順に整理している。時期的には、19世紀の終り頃から1993年頃までを対象にしている。第二部は、
現代的保険立法が行われる以前におけるドイツの保険制度及び保険法的規定を体系的に整理している。
ドイツの保険制度史及び保険法史の研究にとって、きわめて便利かつ不可欠の著書である。
　（4）Werner　Weber彼は、国家法学者として、保険監督の基本的問題について先駆的研究を行ってい
る。まず、彼は1965年、ケルン大学保険学研究所創立25周年の記念講演において、「全人保険」という
新たな概念を作り出し、これと営業保険とを区別し、それぞれの保険にっき監督の強度に区別を設けよ
うとした。そして、前者の保険にっいては、被保険者の利益保護が保険監督の中心的な課題となるべき
こと、これにより、国家は全人保険の分野で社会国家的責任を達成することができるとする。また、彼
には保険監督と憲法問題に関する研究がある。ドイツには、私法的な保険施設とともに、州法にもとつ
く公法的保険施設がある。後者には強制的なものと独占的なものがあるが、彼はその合憲性に疑問を提
起している。
　四　マンハイム
　マンハイム大学における保険学の研究は、1906年のマンハイム市商業大学の設立とともに、開始して
いる。1964年に、マンハイム大学にドイツで最初の保険経営論の講座が創設され、そこに、Dieter　Farny、
Elmar　Haltenが招へいされ、これによりマンハイム大学の保険学は名声を獲得することとなった。保険
法研究の貢献者として、Emil　FreyとEgon　Lorenzがあげられる。
　（1）　Emil　Freyは、1954年以来、非常勤講師を務めていた。彼の研究は、初期の頃は保険契約法に向
けられていたが、その後は経済法、とくに企業法、ヨーロッパ共同体法、税法、保険の市場問題に移っ
ている。とくに、保険者の企業形態・法形態の分析に関する研究が注目される。また、彼は、学界と業
界の関係にも関心を抱き、論文を発表している。この論文は、実務は学界から批判を受けることにより、
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また学界は実務の努力に背くような意見表明を行うことによって、実務に混乱が生じているという残念
な現象が見られるが、この場合、両者はどのような関係にあるべきかという、両者の緊張関係の在り方
について論じたものである。
　（2）Egon　Lorenz彼は、1970年以来、マンハイム大学で授業を担当している。その研究分野は、賠
償責任法、船舶の衝突と賠償責任、保険法、国際私法等に及んでいる。しかし、研究の重点は、国際私
法と保険法に置かれている。その際、国際私保険法に関する研究が多いこと、また保険法の中でも、い
ずれかといえば、相互会社、生命保険、保険者の求償権に関する研究が多いこと、しかも生命保険に関
する研究の中では剰余金の配当に関する研究が多いということができよう。このように、彼は、専門分
野を越えた学際的な問題について大きな関心を示している。これは、おそらく国際私法学者の国際的開
放性に由来しているのであろう。
　五　ベルリン
　いうまでもなく、ベルリンにおける保険学は、長年にわたり輝かしい伝統を有している。1992年、再
統一された首都ベルリンに、ベルリン自由大学、ベルリンフンボルト大学及びベルリン工科大学によっ
て、保険学推進のための学会が創立され、その開会祝典と記念講演が行われた。この学会は、ベルリン
における保険学という表題でベルリン叢書を発行している。この叢書は、保険学の活発な研究のための
重要な叢書となることが期待されている。この学会は、1999年に刊行された保険法についてのベルリー
ナコンメンタールに財政面からの支援を行っている。このコンメンタールは、ハンブルクのBruck－M611er、
ミュンヘンのPr61ss／Martin、そして、　R6mer／Langheidのそれぞれの保険法コンメンタールに続くもの
である。
　（1）Horst　Baumann前述したKarl　Siegは、1963年からハンブルク大学へ移る1973年までベルリ
ン大学の教授であったが、Horst　Baumannは、そのもとで助手を務め、学位を、それに次いで教授資格を
それぞれ取得している。彼の研究の特色は学際的研究という点にあり、その分野は、会社法、私保険法、
民法、カルテル法、社会保険法、憲法にまで及んでいる。彼の博士論文は、自動車事故にもとつく損害
についての補償基金の給付義務と求償というテーマにっいての論文である。彼はまた、前述したベルリ
ーナーコンメンタールの執筆にも協力している。
　（2）Rudolf　Gartner彼は、ハンブルク大学でHans　M611erのもとで博士号を取得し、ベルリン自由
大学の教授となっている。彼の博士論文は、1962年に刊行されている保険料支払遅滞というテーマに関
するものである。本書における考察はきわめて詳細であり、保険料支払義務に関する比較法的・包括的
研究として高い評価を得ている。また、彼は、保険法における最も基本的な問題である利得禁止につい
て考察した利得禁止という著書を1970年に著している。本書は、6章から成っているが、このテーマに
関する研究にとって不可欠の著書である。さらに、彼には、1980年に刊行している私保険法という著書
がある。書名からすると私保険法の体系書のように思われるが、内容的には、異色の体系書、より正確
には、私保険法における最も原理的な問題について考察を加えた論文集といってよい。さらに、彼には、
1991年に刊行されている私保険法における契約正義の新たな発展という著書がある。
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　（3）Helmut　Schirmer彼は、ベルリン自由大学の教授である。彼の博士論文は、1969年に刊行され
ている責任関係における責任保険者の代理権という問題に関するものである。被保険者と被害者との間
の責任関係の確定につき、被保険者は法的可能性を有するが経済的には利害関係を有さず、保険者は経
済的には利害関係を有するが法的可能性を有しない。この法的可能性と経済的利害の不一致に対処する
ため、保険約款では、保険者は被保険者の代理人となって責任関係へ介入する権限を有すると定めてい
る。本論文は、この代理権の歴史的発展・発生・内容・終了の問題について考察している。また、彼に
は、責務の法的性質論と密接に関係する論文として、1976年に公表されている第三者の負担における責
務の約定という論文がある。これは、保険契約の締結に関与していない被保険者に保険者と保険契約者
の約定によって責務を課す保険契約の効力について考察したものである。このような契約の効力は、責
務の法的性質につき前提説、義務説、法律強制理論のいずれに立つかにより、結論が異なる。さらに、
，彼には、1995年に刊行されている判例の変遷における代表者概念という重要な論文がある。判例の子供
とされる代表者概念は、ドイツでは少なくとも100年以上にわたって保険法における激しい論争の対象
となっており、判例は、代表者概念の基準を形成するために努力していた。本論文は、保険契約者は誰
の行動と知について保険者に対して責任を負うべきかという問題について考察している。とくに、代表
者概念の要件に関する伝統的な判例とこれに修正を加えている最近の判例を比較している第3章は注目
に値する。なお、彼はほかに、責任保険における同時被保険者の法的地位、判例による普通保険約款の
コントロール、保険仲立人が第三者を用いた場合の保険仲立人の責任等に関する重要な論文がある。
　（4）Friedrich　Ebe1彼は、父親のWilhelm　Ebelと同様に、保険法史の研究者である。まず、1980
年に発表していた保険の法学的研究の開始という論文は、保険の法学的研究の始まりについて考察した
ものである。その序章において、保険法についての法学的研究は、世界で最古の海上保険論の著書を発
表していたSanterna及びScacciaの名とともに、16世紀に始まったと述べている。本論文は、保険と法
学的研究の歴史的接点に関する不可欠の論文であるということができる。また彼は、1988年に、保険の
法的発展という論文を発表している。本論文は、保険の法的発展を、1800年頃まで、保険監督法・保険
契約法の施行までの1800年代、1900年代に区分して、跡づけている。さらに彼には、父のWilhelm　Ebel
が準備し、それをもとにして完成させたドイツにおける保険法史にっいての出典指示と文献解題という
著書があるが、これにっいてはすでに述べた。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（さかぐち　みつお）
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